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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
(注) １ 営業収益には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第12期中及び第13期の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については１株当たり中間（当期）純

損失が計上されているため記載しておりません。 

３ 第13期中の潜在株式調整後１株当たり中間純利益については希薄化効果を有している潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。 

４ 第14期中の潜在株式調整後１株当たり中間純利益については潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

５ 従業員数は、就業人員数を表示しております。 

６ 従業員数の［ ］は外数で臨時従業員の平均雇用人員を示しております。 

７ 純資産額の算定にあたり、第13期中から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基

準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針

第８号）を適用しております。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第12期中 第13期中 第14期中 第12期 第13期

会計期間

自 平成17年 
  4月1日 
至 平成17年 
  9月30日

自 平成18年
  4月1日 
至 平成18年 
  9月30日

自 平成19年
  4月1日 
至 平成19年 
  9月30日

自 平成17年 
  4月1日 
至 平成18年 
  3月31日

自 平成18年
  4月1日 
至 平成19年 
  3月31日

営業収益 (百万円) 41,023 42,533 44,972 82,329 85,422

経常利益 
（経常損失：△）

(百万円) △108 1,352 2,297 106 2,761

中間(当期)純利益 
（中間(当期)純損失：△）

(百万円) △323 1,288 1,276 357 △ 1,311

純資産額 (百万円) 89,387 88,656 93,169 93,999 87,340

総資産額 (百万円) 126,999 120,355 126,992 133,171 121,642

１株当たり純資産額 (円) 41,518.89 39,042.87 39,516.11 43,661.41 38,753.99

１株当たり中間(当期)純利
益（１株当たり中間(当期)
純損失：△）

(円) △149.97 598.36 562.56 162.56 △ 609.22

潜在株式調整後１株当たり
中間(当期)純利益

(円) － － － 162.54 －

自己資本比率 (％) 70.4 69.8 70.7 70.6 68.8

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 2,706 3,699 7,224 3,582 8,755

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △5,256 △4,556 △2,703 4,981 △ 7,977

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △2,283 △1,895 △2,114 △492 △ 1,899

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高

(百万円) 27,405 37,556 41,593 40,310 39,188

従業員数 (名) 436［143] 476［172] 495［186] 468［147] 489［169]



(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
(注) １ 営業収益には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第13期中の潜在株式調整後１株当たり中間純利益については希薄化効果を有している潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。 

３ 第14期中の潜在株式調整後１株当たり中間純利益については１株当たり中間純損失であり、潜在株式が存在

していないため記載しておりません。 

４ 従業員数は、就業人員数を表示しております。 

５ 従業員数の［ ］は外数で臨時従業員の平均雇用人員を示しております。 

６ 純資産額の算定にあたり、第13期中から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基

準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針

第８号）を適用しております。 

  

回次 第12期中 第13期中 第14期中 第12期 第13期

会計期間

自 平成17年 
  4月1日 
至 平成17年 
  9月30日

自 平成18年
  4月1日 
至 平成18年 
  9月30日

自 平成19年
  4月1日 
至 平成19年 
  9月30日

自 平成17年 
  4月1日 
至 平成18年 
  3月31日

自 平成18年
  4月1日 
至 平成19年 
  3月31日

営業収益 (百万円) 37,133 37,981 38,982 74,377 75,875

経常利益 (百万円) 1,026 3,237 4,728 3,261 9,056

中間(当期)純利益 
（中間純損失：△）

(百万円) 916 3,189 △6,425 3,480 2,413

資本金 (百万円) 50,083 50,083 50,083 50,083 50,083

発行済株式総数 (株) 2,270,365 2,270,365 2,270,365 2,270,365 2,270,365

純資産額 (百万円) 92,612 91,071 90,848 99,109 92,494

総資産額 (百万円) 120,096 113,641 115,924 123,894 117,013

１株当たり純資産額 (円) 43,017.29 42,301.54 40,014.85 46,034.66 42,849.66

１株当たり中間(当期)
純利益（１株当たり中
間純損失：△）

(円) 425.29 1,481.71 △2,831.07 1,612.55 1,120.84

潜在株式調整後１株当
たり中間(当期)純利益

(円) 425.20 － － 1,612.36 1,120.83

１株当たり配当額 (円) － － 1,000.00 750.00 750.00

自己資本比率 (％) 77.1 80.1 78.4 80.0 79.0

従業員数 (名) 201［74] 204［82] 245［101] 206［86] 217［95]



２ 【事業の内容】 

(1) 事業内容の重要な変更 

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営んでいる事業の内容に

重要な変更はありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、以下の会社が新たに関係会社となりました。 

 なお、連結子会社でありました㈱シーエス・ナウと日本メディアーク㈱は平成19年5月31日付で、連結

子会社のマルチチャンネルエンターテイメント㈱に吸収合併され、解散しました。また、連結子会社であ

りました㈱スカパー・マーケティングは平成19年9月20日に清算結了し、解散しました。 

 
（注）１ 有価証券報告書の提出会社であります。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成19年9月30日現在 

 
(注)１  従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は［ ］内に当中間連結会計期間の平均人員を外数で記載してお

ります。但し、業務委託契約に基づき派遣された人員については、就業時間を始め、就労に関する諸条件が当

社グループの規程の適用範囲ではない為、臨時従業員数に含めておりません。 

  ２  管理部門の従業員数が当中間連結会計期間において18名減少しているが、その主な理由は、持株会社設立に

より17名が出向したことによるものであります。 

    

(2) 提出会社の状況 

平成19年9月30日現在 

 
(注)１  従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は［ ］内に当中間会計期間の平均人員を外数で記載しておりま

す。但し、業務委託契約に基づき派遣された人員については、就業時間を始め、就労に関する諸条件が当社規

程の適用範囲ではない為、臨時従業員数に含めておりません。 

  ２  従業員数が当中間会計期間において28名増加していますが、その主な理由は、連結子会社であった㈱スカパ

ー・マーケティングからの事業譲り受けに伴う従業員15名の受け入れの他、人員不足に伴う中途採用の拡大に

よるものであります。 

  

(3) 労働組合の状況 

当社グループには労働組合は組織されておりません。 

また、労使関係について特に記載すべき事項はありません。 

名称 住所
資本金 

（百万円）
主要な事業の内容

議決権の所有又は
被所有割合（％）

関係内容

（親会社） 
スカパーJSAT㈱
（注）１

東京都千代田区 10,000
傘下子会社及びグルー
プの経営管理並びにそ
れに付帯する業務

被所有
   100.0

同社は、グループの企画
戦略機能や管理機能を担
っております。

区分 事業部門 管理部門 合計

従業員数(名) 382［147］ 113［39］ 495［186］

区分 合計

従業員数(名) 245［101］



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間における日本経済は、一部の地域の景気回復の勢いに鈍化の兆しが見られました

が、企業収益は好調に推移し、個人消費も底堅く推移し、景気は全体として緩やかに拡大いたしまし

た。 

 放送業界では、BSデジタル放送において、BSデジタル放送受信機の普及が平成19年9月末で約2,772万

件（社団法人デジタル放送推進協会発表）となりました。地上デジタル放送は、平成18年12月に全国展

開されたことにより、受信環境の整備にも進展がありました。また、CATV事業者と、光ファイバ－を利

用してトリプルプレイサ－ビスを提供する大手通信事業者との競合の度合いが増してきております。通

信と放送の統合サ－ビスが本格化するなか、放送業界の競争は一層激しくなってきております。 

 このような状況下におきまして、当社グル－プでは、メディア環境の変化に適応し、競争力の強化に

努めてまいりました。具体的には、当社グループの事業の中核であるスカパ－!及びe2byスカパ－！の

加入者の拡大を図るため積極的な販売促進活動の展開や解約防止策を実施してまいりました。「コンテ

ンツアグリゲータ戦略」及び「マルチプラットフォーム戦略」を基軸として更なる成長に向け事業展開

を推し進めてまいりました。 

 当社グループの前中間連結会計期間及び当中間連結会計期間の業務サービス別営業収益の推移は、

「2．生産、受注及び販売の状況（3）販売実績 ① 業務サービス別営業収益」に記載のとおりであり、

当中間連結会計期間における業務サービス別業績の概況は、以下のとおりです。なお、業務サ－ビス別

とは、当社グル－プのサ－ビスを、衛星デジタル多チャンネル放送サ－ビスである「顧客管理業務及び

デジタル衛星放送普及促進業務」、「放送番組送出関連業務」、当該サ－ビスの付随業務、委託放送サ

－ビス、コンテンツサ－ビス、新規サ－ビスから構成される「その他プラットフォ－ム関連業務」に区

分したものとなっております。 

  

  

① 顧客管理業務及びデジタル衛星放送普及促進業務  

（顧客管理業務） 

顧客管理業務は、放送事業者のために加入処理・有料放送維持・情報提供・課金・収納等のサービ

スを行い、当該サービスに対する手数料を放送事業者より受領しております。当該手数料収入の増減

は、加入件数、解約率及び平均視聴料単価（ARPU：Average Revenue Per User）に大きな影響を受け

ることとなります。 

 当中間連結会計期間の加入件数は、総登録者の新規受付数291千件（前年同期比3.0％減）、解約件

数241千件（前年同期比7.7％増）、純増数50千件（前年同期比34.3％減）となり、平成19年9月末の

累計総登録件数は4,281千件に達しました。個人契約件数は、新規受付数241千件（前年同期比5.8％

増）、解約件数204千件（前年同期比20.9％増）、純増数37千件（前年同期比37.5％減）となり、平

成19年9月末の累計個人契約件数は3,665千件に達しました。また、個人解約率は11.2％となってお

り、前年同期比1.8ポイント上昇いたしました。 

 当中間連結会計期間の新規受付数は、e2 by スカパ－！は概ね順調に伸びましたが、スカパ－！は

伸び悩んだことにより、全体として前年同期に比べ減少いたしました。解約率の上昇につきまして

は、主として「2006 FIFA ワールドカップTMドイツ大会」の放送後の反動によるものです。 



 なお、前連結会計年度及び当中間連結会計期間の登録件数及び個人解約率の四半期別推移は、

「2．生産、受注及び販売の状況 （3）販売実績 ④ 登録件数及び解約率」に記載のとおりです。 

 また、当中間連結会計期間におけるスカパ－！及びe2byスカパ－！の平均月次視聴料単価は3,347

円（前年同期比53円減）となっており、平均月次視聴料単価のうち当社の収益となる平均月次業務手

数料単価は1,339円（前年同期比24円減）となっております。平均月次視聴料単価に関しては、有力

なコンテンツの投入等により向上を図ってまいりましたが、視聴者の番組選択におけるコスト意識の

高まり等により、下落傾向を止めるに至っていない状況となっております。 

 前中間連結会計期間及び当中間連結会計期間における平均月次視聴料単価及び平均月次業務手数料

単価の推移は、「2．生産、受注及び販売の状況 （3）販売実績 ② 平均月次視聴料単価（ARPU)及

び平均月次業務手数料単価」に記載のとおりです。 

  

（デジタル衛星放送普及促進業務） 

デジタル衛星放送普及促進業務は、有料デジタル多チャンネル放送普及のための広告宣伝や、加入

者獲得のための代理店網の構築、受信機規格の作成等となっており、当該サービスに対する手数料を

放送事業者より受領しております。 

 当中間連結会計期間におきましては、日本のプロスポ－ツリ－グの代表格である「Ｊリ－グ（Ｊ1/

Ｊ2）」の全試合を2007シ－ズンよりＬＩＶＥ放送し、新たな加入者の獲得と顧客満足度の向上を図

ってまいりました。また、顧客サ－ビスの一層の強化を図るため、「お客様満足向上委員会」を設置

しサ－ビスの品質評価や向上に取り組んでまいりました。  

 当社グループは、加入者獲得効率の経営指標として、新規顧客1人当たり獲得費用（SAC：

Subscriber Acquisition Cost）により管理を行っております。前中間連結会計期間及び当中間連結

会計期間における新規顧客1人当たり獲得費用単価の推移は、「2．生産、受注及び販売の状況

（3）販売実績 ③ 新規顧客1人当たり獲得費用単価（SAC)」に記載のとおりです。  

 当中間連結会計期間におきましては、顧客管理業務及びデジタル衛星放送普及促進業務に関する営

業収益は、前中間連結会計期間に比べ登録件数が増加したこと等により、前中間連結会計期間に比べ

81百万円（0.3％）増収の26,327百万円となりました。 

  

② 放送番組送出関連業務 

放送番組送出関連業務は、放送番組の映像・音声信号等を衛星放送の規格に適合したデジタル信号に

変換する「放送番組デジタル信号変換業務」や、各放送番組のデジタル信号を多重化し、地上の送信設

備から通信衛星へ送信する「放送番組アップリンク業務」からなっており、放送事業者及び衛星の運営

事業者より手数料を受領しております。 

 当中間連結会計期間におきましては、放送番組送出関連業務に関する営業収益は、前中間連結会計期

間に比べ140百万円（3.1％）増収の4,687百万円となりました。 

  

③ その他プラットフォーム関連業務 

その他プラットフォーム関連業務は、上記①及び②の業務以外に、放送番組の調達や制作を行うコン

テンツ供給業務、番組ガイド誌の課金・収納業務、通信サービス等の新規業務を行い、事業の更なる拡

大と新たな収益源の創造を行っております。 

 このうち、コンテンツ供給業務としては、ヨーロッパサッカーの最高峰といわれる「UEFA チャンピ

オンズリーグ」、イタリアの「セリエA」、イングランドの「プレミアリーグ」等のサッカーコンテン

ツ、松井秀喜選手等、多くの日本人プレーヤーが活躍する「アメリカ・メジャーリーグ・ベースボール



（MLB）」等、話題のコンテンツを提供してまいりました。 

  当中間連結会計期間におきましては、その他プラットフォーム関連業務に関する営業収益は、前中

間連結会計期間に比べ2,216百万円（18.9％）増収の13,957百万円となりました。増収の主な要因は、

スカパー！光の収入及び放送権利収入の増加によるものです。 

  

以上の結果、当中間連結会計期間の営業収益は、前中間連結会計期間に比べ2,439百万円（5.7％）増

収の44,972百万円となりました。一方、営業費用は、前中間連結会計期間に比べ1,349百万円（3.3％）

増加の42,626百万円となりました。これは主に、番組購入費の増加によるものです。その結果、営業利

益におきましては、1,089百万円増加し、2,345百万円となりました。 

 営業外収益におきましては、余剰資金の効率的な運用による受取利息370百万円等を計上いたしまし

た。一方、営業外費用におきましては、持分法による投資損失353百万円等を計上いたしました。その

結果、経常利益は、前中間連結会計期間に比べ944百万円増加し、2,297百万円となりました。 

 特別利益におきましては、債務免除益622百万円等を計上いたしました。一方、特別損失におきまし

ては、投資有価証券評価損2,395百万円等を計上いたしました。その結果、中間純利益は、前中間連結

会計期間に比べ11百万円減少し、1,276百万円となりました。  

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

営業活動によるキャッシュ・フローは、前中間連結会計期間に比べ3,525百万円増加し7,224百万円と

なりました。主な要因としては、たな卸資産増減額によるキャッシュ・フロ－が前中間連結会計期間に

比べ4,855百万円増加したことによるものです。 

 投資活動によるキャッシュ・フローは、前中間連結会計期間に比べ1,852百万円増加し2,703百万円の

マイナスとなりました。主な要因としては、ソフトウェアの取得による支出が前中間連結会計期間に比

べ2,389百万円減少したことによるものです。 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、前中間連結会計期間に比べ218百万円減少し2,114百万円のマ

イナスとなりました。主な要因としては、短期借入金の純増減額によるキャッシュ・フロ－が短期借入

金の返済により、前中間連結会計期間に比べ287百万円減少したことによるものです。 

 以上のように、営業活動及び投資活動によるキャッシュ・フローの増加が主因となり、現金及び現金

同等物の中間期末残高は前中間連結会計期間末より4,037百万円増加して、41,593百万円となりまし

た。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

  

(1) 生産実績 

当社グループは、サービスの提供にあたり、製品の生産を行っていないため、生産実績について記載

すべき事項はありません。 

  

(2) 受注実績 

当社グループは、受注生産を行っておりませんので記載すべき事項はありません。 

  

(3) 販売実績 

① 業務サービス別営業収益 

当社グループの提供している業務サービスの区分による営業収益の内訳は次の通りであります。 

  

 

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

② 平均月次視聴料単価（ARPU）及び平均月次業務手数料単価 

  

 
(注) １ 「平均月次視聴料単価」とは、１加入者当たりの視聴料であり、フラットチャンネル視聴料、ペイ・パー・

ビュー視聴料、基本料、当社が放送権を取得したコンテンツについての視聴料の合計を請求件数で除した値

であります。 

２ 「平均月次業務手数料単価」とは、当社が放送事業者より受け取る１加入者当たりの業務手数料であり、フ

ラットチャンネル視聴料に関する業務手数料、ペイ・パー・ビュー視聴料に関する業務手数料、管理手数料

（基本料）、当社が放送権を取得したコンテンツについての業務手数料の合計を請求件数で除した値であり

ます。 

  

③ 新規顧客１人当たり獲得費用単価（SAC） 

  

 
(注) 「新規顧客1人当たり獲得費用単価」は、代理店手数料、広告宣伝費、販売促進費のマーケティング費用を新規

受付数で除した値であり、販売促進費に含まれる当社グループが加入促進の目的で無料放送を行ったコンテン

ツに関する放送権料の償却費及び制作費等は、比較可能性の観点から上記計算には含めておりません。 
  

業務サービス等の区分
前中間連結会計期間

(百万円)
当中間連結会計期間 

(百万円)
前年同期比増減

(％)
顧客管理業務及びデジタル衛星放送普及
促進業務

26,245 26,327 0.3

放送番組送出関連業務 4,547 4,687 3.1

その他プラットフォーム関連業務 11,740 13,957 18.9

合計 42,533 44,972 5.7

業務サービス等の区分 前中間連結会計期間 当中間連結会計期間

平均月次視聴料単価 3,400円 3,347円

平均月次業務手数料単価 1,363円 1,339円

業務サービス等の区分 前中間連結会計期間 当中間連結会計期間

新規顧客１人当たり獲得費用単価 27,618円 28,396円



④ 登録件数及び解約率 

  
単位：千件

総登録件数 個人契約件数 法人・仮登録他
個 人

解約率

新規
解約数

純増
累計数

新規
解約数

純増
累計数

新規
解約数

純増
累計数

（％）

受付数 加数 受付数 加数 受付数 加数

前
連
結
会
計
年
度

スカパー! 99 79 19 3,756 89 74 15 3,269 10 5 4 478 9.1

e2 69 25 45 365 39 4 35 268 30 20 10 97 7.0

第1 衛星放送事業合計 168 104 64 4,121 128 78 50 3,538 40 25 14 584 8.9

四半期 スカパー！光 5 0 4 13 4 0 4 13 0 0 0 1 6.5

その他有線系 2 1 0 40 2 1 0 40 0 0 0 1 12.8

有線事業合計 7 1 4 53 6 1 5 52 1 0 0 1 11.4

合計 174 105 69 4,175 134 80 54 3,590 40 25 14 585 9.0

スカパー! 60 85 △25 3,727 54 79 △25 3,245 5 6 0 482 9.7

e2 60 32 28 393 33 9 25 293 27 24 3 100 12.4

第2 衛星放送事業合計 120 117 3 4,120 87 88 0 3,538 32 30 3 582 9.9

四半期 スカパー！光 5 0 4 18 4 0 4 17 0 0 0 1 8.0

その他有線系 2 1 1 41 2 1 1 40 0 0 0 1 10.4

有線事業合計 6 1 5 58 6 1 5 57 0 0 0 1 9.8

合計 126 118 8 4,178 94 89 5 3,595 0 0 0 1 9.9

スカパー! 158 164 △6 - 143 153 △10 - 15 11 4 - 9.4

e2 129 57 73 - 73 13 59 - 57 44 13 - 10.0

上半期 衛星放送事業合計 288 221 67 - 216 166 50 - 72 55 17 - 9.5

合計 スカパー！光 9 0 9 - 9 0 8 - 0 0 0 - 7.4

その他有線系 3 2 1 - 3 2 1 - 0 0 0 - 11.6

有線事業合計 13 3 10 - 12 3 9 - 0 0 0 - 10.6

合計 300 224 76 - 228 169 59 - 72 55 17 - 9.5

スカパー! 72 87 △16 3,711 62 82 △20 3,225 10 6 4 486 10.1

e2 72 32 41 434 37 11 26 319 35 21 15 115 14.3

第3 衛星放送事業合計 144 119 25 4,145 99 93 6 3,544 45 26 19 601 10.5

四半期 スカパー！光 5 0 5 22 5 0 5 21 △0 0 △0 1 8.3

その他有線系 2 1 1 41 2 1 0 41 0 0 0 1 13.2

有線事業合計 7 2 5 63 7 2 5 62 0 0 △0 1 11.6

合計 151 121 30 4,208 106 94 11 3,606 45 26 19 602 10.5

スカパー! 72 98 △25 3,685 68 91 △23 3,202 4 6 △2 483 11.3

e2 76 36 40 474 47 9 38 357 29 28 1 116 9.8

第4 衛星放送事業合計 148 134 14 4,159 115 100 15 3,559 33 34 △1 600 11.2

四半期 スカパー！光 9 1 8 30 7 1 7 28 2 0 2 2 9.1

その他有線系 2 2 0 41 2 2 0 41 △0 0 △0 1 15.0

有線事業合計 11 2 8 72 9 2 7 69 2 0 2 3 12.7

合計 159 136 23 4,231 124 102 22 3,628 35 34 1 603 11.3

スカパー! 144 185 △41 - 130 173 △43 - 14 12 2 - 10.7

e2 148 68 80 - 84 20 64 - 65 48 16 - 11.8

下半期 衛星放送事業合計 292 253 39 - 214 192 22 - 78 61 18 - 10.8

合計 スカパー！光 14 1 13 - 12 1 11 - 2 0 2 - 8.6

その他有線系 4 3 1 - 4 3 1 - △0 0 △0 - 13.9

有線事業合計 17 4 14 - 16 4 12 - 2 0 2 - 12.1

合計 310 257 53 - 230 196 34 - 80 61 19 - 10.9

スカパー! 302 349 △47 - 273 326 △53 - 29 23 6 - 10.1

e2 278 125 153 - 156 33 124 - 121 92 29 - 11.2

年度 衛星放送事業合計 580 474 106 - 430 358 71 - 150 116 35 - 10.2

合計 スカパー！光 23 2 22 - 21 1 20 - 2 0 2 - 7.8

その他有線系 7 5 2 - 7 5 2 - △0 0 △0 - 12.9

有線事業合計 30 7 23 - 28 7 21 - 2 0 2 - 11.3

合計 610 481 129 - 457 365 93 - 152 116 37 - 10.2



 
(注) １ 各件数は、千件未満を四捨五入しており、個人解約率はパーセント未満第2位を四捨五入しています。 

２ 「総登録件数」とは、個人契約件数に、有料視聴契約締結前の無料視聴期間中の数（仮登録はスカパー！の

み）、法人契約件数（代理店展示用を含む）、技術開発用登録数等を加えた数です。 

３ 「個人契約件数」とは、有料視聴契約（個人本登録）を結び、視聴料の支払いが発生している加入件数で

す。 

４ 「法人・仮登録他」とは、総登録件数より個人契約件数を差し引いた件数です。なお、仮登録とは、本登録

手続きを完了していない個人契約件数です。 

５ 「個人解約率」とは、当該対象会計期間の個人解約件数を同期間の期首（又は四半期首）及び期末（又は四

半期末）の平均個人契約件数で除し、年率に換算した値です。 

６ その他有線系サービスは、ケーブルテレビ他スカパー!光以外の有線伝送路経由でスカパー！のデジタル方

式を利用した多チャンネル有料放送契約を締結しているものです。連結子会社の株式会社ケーブルテレビ足

立（CTA）のフルデジタル化によって（平成17年12月1日デジタル放送開始）、CTAにおける多チャンネルサ

ービス加入者数を考慮いたしています。なお、それに伴い、スカパー！、e2の衛星放送事業合計と有線事業

合計を分けて記載しています。 

７ スカパー!光において、平成19年9月末現在、集合住宅向けにサービスが開始されている物件は1,620物件

（全142,372戸）で、既に導入が決定している物件は716物件（全86,838物件）です。 

８ 前連結会計年度において、スカパー！の法人契約の精査の結果、法人解約4,283件の算入漏れがありまし

た。 

  

３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更及び新たに生じた

課題はありません。 

  

単位：千件

総登録件数 個人契約件数 法人・仮登録他
個 人

解約率

新規
解約数

純増
累計数

新規
解約数

純増
累計数

新規
解約数

純増
累計数

（％）

受付数 加数 受付数 加数 受付数 加数

当
中
間
連
結
会
計
期
間

スカパー! 69 99 △30 3,655 66 94 △28 3,174 2 5 △3 481 11.8

e2 69 23 46 520 51 9 41 399 19 13 5 122 10.0

第1 衛星放送事業合計 138 122 16 4,175 117 103 13 3,573 21 18 3 602 11.6

四半期 スカパー！光 9 1 8 38 10 1 9 37 △1 0 △1 1 13.1

その他有線系 1 1 △0 41 1 1 0 41 △0 0 △0 0 12.4

有線事業合計 10 2 8 79 11 2 9 77 △1 0 △1 2 12.7

合計 148 124 24 4,254 128 106 22 3,650 20 19 1 604 11.6

スカパー! 54 91 △37 3,618 49 87 △38 3,136 5 4 1 481 11.0

e2 79 24 55 575 54 9 44 443 25 14 11 133 9.0

第2 衛星放送事業合計 133 115 18 4,193 103 96 6 3,579 30 18 12 614 10.8

四半期 スカパー！光 9 1 8 46 9 1 8 45 0 0 0 2 10.2

その他有線系 1 1 1 41 2 1 1 41 △0 0 △0 0 9.3

有線事業合計 11 2 9 87 11 2 9 86 0 0 0 2 9.8

合計 143 117 27 4,281 113 98 15 3,665 30 18 12 616 10.7

スカパー! 123 190 △68 - 115 181 △66 - 7 10 △2 - 11.4

e2 148 46 102 - 104 19 85 - 44 27 16 - 9.5

上半期 衛星放送事業合計 270 237 34 - 219 200 20 - 51 37 14 - 11.2

合計 スカパー！光 18 2 16 - 19 2 16 - △1 0 △1 - 11.6

その他有線系 3 2 1 - 3 2 1 - △0 0 △0 - 10.8

有線事業合計 21 4 16 - 21 4 17 - △1 0 △1 - 11.2

合計 291 241 50 - 241 204 37 - 50 37 13 - 11.2



４ 【経営上の重要な契約等】 

  当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行なわれておりません。 

  

５ 【研究開発活動】 

当中間連結会計期間の研究開発活動は、当社グループの中心事業である衛星デジタル多チャンネル放送

事業に重点を置き活動を進めて参りました。当中間連結会計期間における当社グル－プ全体の研究開発費

の総額は97百万円であり、全て外部委託です。主な事業の研究の目的、主要課題、研究成果及び研究開発

費は、次のとおりです。  

  

次世代高機能受信機の技術調査 

DVR機能付の当社サービス受信機に続く次世代高機能受信機の事前技術調査に着手し、今後具体的に開

発を進めて参ります。当中間連結会計期間においては、当該活動に係わる研究開発費は97百万円です。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備計画の完了 

前連結会計年度末において計画中であった下記の設備投資においては、当中間連結会計期間に完了い

たしました。 

 
（注）主に更新ならびに合理化を目的としており、能力を増加させるものではありません。 

  

(2) 重要な設備の新設等 

当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設の計画は、次のとおりであります。

 
  

  

  

会社名
事業所名 
（所在地）

設備の内容
投資額

（百万円）
完了年月

完成後の 
増加能力

提出会社
目黒メディアセンター
（東京都品川区）

番組編成登録システム 408 平成19年6月 （注）

会社名
事業所名 
（所在地）

設備の内容

投資予定額
資金調達
方法

着手年月
完了予定
年月

完成後の 
増加能力

総額 
（百万
円）

既支払額
（百万
円）

提出会社
目黒メディア
センター（東
京都品川区）

e2プラット
フォーム送
出設備

3,797 15 自己資金 平成19年7月平成21年3月

設備を集約し更新するこ
とを目的としており、能
力を増強させるものでは
ありません。



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
（注）当社は、平成19年3月27日に東京証券取引所市場第一部への上場を廃止しております。 

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 9,000,000

計 9,000,000

種類
中間会計期間末 
現在発行数(株) 

(平成19年9月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年12月20日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 2,270,365 2,270,365 非上場・非登録 －

計 2,270,365 2,270,365 － －

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 

(百万円)

平成19年4月１日～ 
平成19年9月30日

－ 2,270,365 － 50,083 － 16,786



(5) 【大株主の状況】 

平成19年9月30日現在 

 
（注）平成19年4月2日の株式移転により、当社の主要株主について、以下のとおり異動になっております。 

①当該異動に係る主要株主の名称 

    スカパーJSAT株式会社 

 ②当該異動の前後における当該主要株主の所有議決権の数及びその総株主の議決権に対する割合 

          議決権の数       割合 

  異動前           0個        0.00％ 

  異動後         2,270千個       100.00％ 

  

(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年9月30日現在 

 
  

② 【自己株式等】 

  該当事項はありません。 

  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 当社株式は、当該中間会計期間において非上場・非登録のため、該当事項はありません。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありませ

ん。 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数 
(千株)

発行済株式 
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

スカパーＪＳＡＴ株式会社 東京都千代田区有楽町一丁目７番１号 2,270 100.0

計 － 2,270 100.0

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式(自己株式等) － － －

議決権制限株式(その他) － － －

完全議決権株式(自己株式等) － － －

完全議決権株式(その他) 普通株式  2,270,365 2,270,365 －

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 2,270,365 － －

総株主の議決権 － 2,270,365 －



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11

年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間連結会計期間（平成18年4月1日から平成18年9月30日まで）は、改正前の中間連結財

務諸表規則に基づき、当中間連結会計期間（平成19年4月1日から平成19年9月30日まで）は改正後の

中間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵

省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成18年4月1日から平成18年9月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等

規則に基づき、当中間会計期間（平成19年4月1日から平成19年9月30日まで）は、改正後の中間財務

諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の2の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成18年4月1日から平成18年9

月30日まで）の中間連結財務諸表、及び前中間会計期間（平成18年4月1日から平成18年9月30日まで）の

中間財務諸表について、並びに、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、当中間連結会計期間

（平成19年4月1日から平成19年9月30日まで）の中間連結財務諸表、及び当中間会計期間（平成19年4月1

日から平成19年9月30日まで）の中間財務諸表について、監査法人トーマツにより中間監査を受けており

ます。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

 
  

前中間連結会計期間末

(平成18年9月30日)

当中間連結会計期間末

(平成19年9月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成19年3月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 28,548 11,620 21,983

 ２ 売掛金 8,189 9,162 8,362

 ３ 有価証券 12,197 30,972 20,691

 ４ 親会社株式 － 5,517 －

 ５ 番組勘定 5,995 4,205 5,487

 ６ 未収入金 2,753 3,648 3,479

 ７ その他 5,222 5,635 6,865

   貸倒引当金 △349 △493 △454

   流動資産合計 62,556 52.0 70,269 55.3 66,414 54.6

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産 ※１

 (1) 建物及び構築物 3,980 3,540 3,929

 (2) 機械装置及び 
    運搬具

9,115 10,269 10,533

 (3) その他 3,815 5,447 3,217

    計 16,910 19,256
 

17,679

 ２ 無形固定資産

 (1) のれん 1,102 1,029 1,214

 (2) ソフトウェア 4,419 3,228 3,603

 (3) その他 30 30 31

    計 5,553 4,289 4,848

 ３ 投資その他の資産

 (1) 投資有価証券 31,985 26,650 29,792

 (2) その他 3,349 6,526 2,907

    計 35,335 33,176 32,699

   固定資産合計 57,799 48.0 56,723 44.7 55,228 45.4

   資産合計 120,355 100.0 126,992 100.0 121,642 100.0



 
  

前中間連結会計期間末

(平成18年9月30日)

当中間連結会計期間末

(平成19年9月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成19年3月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 未払金 9,376 9,707 11,766

 ２ 短期借入金 540 － 920

 ３ 一年以内返済予定 
   長期借入金

150 150 150

 ４ 未払費用 1,136 962 1,175

 ５ 未払法人税等 360 383 284

 ６ 視聴料預り金 13,322 13,523 13,197

 ７ 賞与引当金 325 376 352

 ８ 役員賞与引当金 9 4 7

 ９ オフィス移転費用 
   引当金

－ 261 338

 10 その他 3,126 5,503 2,910

   流動負債合計 28,347 23.6 30,872 24.3 31,101 25.6

Ⅱ 固定負債

 １ 長期未払金 126 29 56

 ２ 長期借入金 945 795 829

 ３ 退職給付引当金 778 810 817

 ４ 役員退職慰労引当金 12 23 19

 ５ その他 1,488 1,292 1,477

   固定負債合計 3,352 2.8 2,951 2.3 3,201 2.6

   負債合計 31,699 26.4 33,823 26.6 34,302 28.2

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 50,083 41.6 50,083 39.4 50,083

 ２ 資本剰余金 43,995 36.5 41,626 32.8 43,922

 ３ 利益剰余金 4,291 3.6 1,354 1.1 1,691

 ４ 自己株式 △10,282 △8.5 － － △9,797

   株主資本合計 88,088 73.2 93,065 73.3 85,900 70.6

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券 
   評価差額金

△4,067 △3.4 △3,378 △2.7 △2,287

 ２ 繰延ヘッジ損益 34 0.0 29 0.1 36

   評価・換算差額等 
   合計

△4,032 △3.4 △3,349 △2.6 △2,251 △1.9

Ⅲ 新株予約権 － － － － 5 0.0

Ⅳ 少数株主持分 4,599 3.8 3,453 2.7 3,685 3.1

   純資産合計 88,656 73.6 93,169 73.4 87,340 71.8

   負債純資産合計 120,355 100.0 126,992 100.0 121,642 100.0



② 【中間連結損益計算書】 

  

 

前中間連結会計期間

(自 平成18年4月1日
至 平成18年9月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成19年4月1日
至 平成19年9月30日)

前連結会計年度の
要約連結損益計算書

(自 平成18年4月1日
至 平成19年3月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 営業収益

 １ プラットフォーム 
   事業収益

42,533 100.0 44,972 100.0 85,422 100.0

Ⅱ 営業費用

 １ プラットフォーム 
   事業費

※１ 28,905 28,936 57,338

 ２ 販売費及び 
   一般管理費

※２ 12,371 41,277 97.0 13,689 42,626 94.8 25,658 82,996 97.2

   営業利益    1,255 3.0 2,345 5.2 2,425 2.8

Ⅲ 営業外収益

 １ 受取利息 331 370 669

 ２ 販売促進協力金 － 198 263

 ３ 為替差益 46 － －

 ４ 事業継承収益金 57 － －

 ５ その他 61 495 1.2 75 644 1.4 255 1,188 1.4

Ⅳ 営業外費用

 １ 支払利息 20 10 41

 ２ 持分法による 
   投資損失

370 353 622

 ３ 製作出資金評価損 － 263 135

 ４ 為替差損 － 55 －

 ５ その他 8 399 1.0 10 693 1.5 53 853 1.0

   経常利益    1,352 3.2 2,297 5.1 2,761 3.2

Ⅴ 特別利益

 １ 債務免除益 ※６ － 622 －

 ２ 前期研究開発費修正益 ※３ 30 － 30

 ３ 前期マーケティン 
   グ費修正益

※３ 10 － 10

 ４ その他 1 41 0.1 11 633 1.4 24 64 0.1

Ⅵ 特別損失

 １ 固定資産除却損 ※４ 86 215 452

 ２ 固定資産売却損 ※５ 1 － 3

 ３ 投資有価証券評価損 1 2,395 4,110

 ４ オフィス移転費用 
   引当金繰入額

－ 292 338

 ５ 減損損失 － － 259

 ６ その他 1 91 0.2 20 2,923 6.5 247 5,410 6.3

   税金等調整前 
   中間純利益 
   （税金等調整前 
   中間純損失：△）

1,302 3.1 6 0.0 △2,585 △3.0

   法人税、住民税 
   及び事業税

223 △293 291

   法人税等調整額 △6 217 0.5 △1,141 △1,434 △3.2 △447 △156 △0.2

   少数株主利益（△） 
   又は少数株主損失

203 0.4 △164 △0.4 1,116 1.3

   中間純利益 
   （中間純損失：△）

1,288 3.0 1,276 2.8 △1,311 △1.5



③ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

前中間連結会計期間(自 平成18年4月1日 至 平成18年9月30日) 

  

 
  

 
（注）平成18年6月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年3月31日残高(百万円) 50,083 43,995 4,628 △10,282 88,425

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当（注） △1,614 △1,614

 役員賞与（注） △10 △10

 中間純利益 1,288 1,288

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

－

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円)

－ － △336 － △336

平成18年9月30日残高(百万円) 50,083 43,995 4,291 △10,282 88,088

評価・換算差額等

少数株主
持分

純資産合計その他 
有価証券 

評価差額金

繰延ヘッジ
損益

評価・換算
差額等合計

平成18年3月31日残高(百万円) 5,574 － 5,574 4,818 98,817

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当（注） △1,614

 役員賞与（注） △10

 中間純利益 1,288

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

△9,641 34 △9,606 △218 △9,825

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円)

△9,641 34 △9,606 △218 △10,161

平成18年9月30日残高(百万円) △4,067 34 △4,032 4,599 88,656



当中間連結会計期間(自 平成19年4月1日 至 平成19年9月30日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年3月31日残高(百万円) 50,083 43,922 1,691 △9,797 85,900

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △1,618 △1,618

 中間純利益 1,276 1,276

 自己株式の処分 △2,295 9,797 7,502

 連結子会社の減少に伴う増加高 4 4

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

－

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円)

△2,295 △337 9,797 7,165

平成19年9月30日残高(百万円) 50,083 41,626 1,354 － 93,065

評価・換算差額等

新株予約権
少数株主 
持分

純資産合計その他 
有価証券 

評価差額金

繰延ヘッジ
損益

評価・換算
差額等合計

平成19年3月31日残高(百万円) △2,287 36 △2,251 5 3,685 87,340

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △1,618

 中間純利益 1,276

 自己株式の処分 7,502

 連結子会社の減少に伴う増加高 4

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

△1,091 △6 △1,098 △5 △232 △1,335

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円)

△1,091 △6 △1,098 △5 △232 5,829

平成19年9月30日残高(百万円) △3,378 29 △3,349 － 3,453 93,169



前連結会計年度(自 平成18年4月1日 至 平成19年3月31日) 

 
  

  

 
（注）平成18年6月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年3月31日残高(百万円) 50,083 43,995 4,628 △10,282 88,425

連結会計年度中の変動額

 剰余金の配当（注） △1,614 △1,614

 役員賞与（注） △10 △10

 当期純損失 △1,311 △1,311

 自己株式の処分 △72 484 411

 株主資本以外の項目の連結 

 会計年度中の変動額(純額)
－

連結会計年度中の変動額合計 

(百万円)
－ △72 △2,936 484 △2,525

平成19年3月31日残高(百万円) 50,083 43,922 1,691 △9,797 85,900

評価・換算差額等

新株予約権
少数株主 

持分
純資産合計その他 

有価証券 

評価差額金

繰延ヘッジ 

損益

評価・換算 

差額等合計

平成18年3月31日残高(百万円) 5,574 － 5,574 － 4,818 98,817

連結会計年度中の変動額

 剰余金の配当（注） △1,614

 役員賞与（注） △10

 当期純損失 △1,311

 自己株式の処分 411

 株主資本以外の項目の連結 

 会計年度中の変動額(純額)
△7,861 36 △7,825 5 △1,132 △8,952

連結会計年度中の変動額合計 

(百万円)
△7,861 36 △7,825 5 △1,132 △11,477

平成19年3月31日残高(百万円) △2,287 36 △2,251 5 3,685 87,340



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間

(自 平成18年4月1日
至 平成18年9月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成19年4月1日
至 平成19年9月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・

フロー計算書
(自 平成18年4月1日
至 平成19年3月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

 １ 税金等調整前中間純利益 
   （税金等調整前当期純損失：△）

1,302 6 △2,585

 ２ 減価償却費 2,251 2,311 4,736

 ３ 固定資産除却損 86 215 452

 ４ 投資有価証券評価損 1 2,395 4,110

 ５ 減損損失 － － 259

 ６ 貸倒引当金の増減額（減少：△） 69 38 174

 ７ 受取利息及び受取配当金 △345 △385 △708

 ８ 支払利息 20 10 41

 ９ 持分法による投資損失 370 353 622

 10 製作出資金評価損 － 263 －

 11 オフィス移転費用引当金繰入額 － 292 －

 12 債務免除益 － △622 －

 13 売上債権の増減額（増加：△） △402 △798 △513

 14 たな卸資産の増減額（増加：△） △3,505 1,350 △2,939

 15 前渡金の増減額（増加：△） 831 16 844

 16 未払金の増減額（減少：△） 1,104 △1,939 3,624

 17 未払費用の増減額（減少：△） 485 △212 522

 18 視聴料預り金の増減額（減少：△） 318 326 193

 19 前受収益の増減額（減少：△） 783 1,687 －

 20 未払消費税等の増減額（減少：△） － 602 －

 21 立替金の増減額（増加：△） － 560 －

 22 その他 310 597 △362

    小計 3,683 7,070 8,474

 23 利息及び配当金の受取額 311 290 779

 24 利息の支払額 △20 △12 △39

 25 法人税等の支払額 △274 △124 △459

    営業活動による 
    キャッシュ・フロー

3,699 7,224 8,755



  

 
  

前中間連結会計期間

(自 平成18年4月1日
至 平成18年9月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成19年4月1日
至 平成19年9月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・

フロー計算書
(自 平成18年4月1日
至 平成19年3月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

 １ 定期預金の預入による支出 － － △300

 ２ 定期預金の払戻による収入 10 300 10

 ３ 投資有価証券の取得による支出 △259 △536 △739

 ４ 投資有価証券の売却・償還による収入 2,000 3,160 2,000

 ５ 有形固定資産の取得による支出 △3,418 △3,789 △5,792

 ６ 有形固定資産の売却による収入 19 － 27

 ７ ソフトウェアの取得による支出 △2,907 △517 △3,273

 ８ ソフトウェアの売却による収入 － 29 －

 ９ 短期貸付けによる支出 － △1,000 －

 10 子会社株式の追加取得による支出 － △371 －

 11 連結の範囲の変更を伴う子会社株式 
   の取得による収入

－ － 99

 12 その他 ※２ △1 21 △8

    投資活動による 
    キャッシュ・フロー

△4,556 △2,703 △7,977

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

 １ 短期借入金の純増減額（減少：△） △10 △297 370

 ２ 長期借入金の返済による支出 △33 △33 △150

 ３ 割賦債務の返済による支出 △232 △156 △497

 ４ 少数株主への配当金の支払額 △14 △14 △14

 ５ 配当金の支払額 △1,605 △1,613 △1,607

    財務活動による 
    キャッシュ・フロー

△1,895 △2,114 △1,899

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 △0 △0 0

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額（減少：△） △2,754 2,405 △1,122

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 40,310 39,188 40,310

Ⅶ 現金及び現金同等物の 
  中間期末（期末）残高

※１ 37,556 41,593 39,188



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年4月1日
至 平成18年9月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年4月1日
至 平成19年9月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年4月1日
至 平成19年3月31日)

１ 連結の範囲に関する事項

(1)連結子会社の数     13社

株式会社データネットワークセ

ンター

マルチチャンネルエンターテイ

メント株式会社

株式会社サムライティービー

株式会社オプティキャスト

株式会社オプティキャスト・マ

ーケティング

株式会社スカパー・ウェルシン

ク

株式会社スカパー・マーケティ

ング

株式会社インフォメーションネ

ットワーク郡山

株式会社ケーブルテレビ足立

株式会社ペイ・パー・ビュー・

ジャパン

株式会社スカパー・モバイル

株式会社シーエス・ナウ

日本メディアーク株式会社

当中間連結会計期間におい

て、日本メディアーク株式会社

の株式を新規に取得したことに

より、連結子会社となっており

ます。 

 

(2)主要な非連結子会社の名称   

   ウイッチブレイド製作委員会 
                     他3社

当中間連結会計期間より、

「投資事業組合に対する支配力

基準及び影響力基準の適用に関

する実務上の取扱い」（企業会

計基準委員会 平成18年9月8日実

務対応報告第20号）を適用して

おります。これにより、上記の

製作委員会4社については、当中

間連結会計期間より非連結の子

会社としております。

   （連結の範囲から除いた理由）

非連結子会社は、いずれも小

規模であり、合計の総資産、売

上高、中間純損益（持分に見合

う額）及び利益剰余金（持分に

見合う額）等は、いずれも中間

連結財務諸表に重要な影響を及

ぼしていないためであります。

１ 連結の範囲に関する事項

(1)連結子会社の数     11社

株式会社データネットワークセ

ンター

マルチチャンネルエンターテイ

メント株式会社

株式会社サムライティービー

株式会社オプティキャスト

株式会社オプティキャスト・マ

ーケティング

株式会社スカパー・ウェルシン

ク

株式会社インフォメーションネ

ットワーク郡山

株式会社ケーブルテレビ足立

株式会社ペイ・パー・ビュー・

ジャパン

株式会社スカパー・モバイル

株式会社eTEN

当中間連結会計期間におい

て、株式会社スカパー・マーケ

ティングが解散により、株式会

社シーエス・ナウと日本メディ

アーク株式会社がマルチチャン

ネルエンターテイメント株式会

社に吸収合併されたことによ

り、連結子会社から減少してお

ります。 

 

(2)主要な非連結子会社の名称   

   ウイッチブレイド製作委員会
                     他4社
   （連結の範囲から除いた理由）

非連結子会社は、いずれも小

規模であり、合計の総資産、売

上高、中間純損益（持分に見合

う額）及び利益剰余金（持分に

見合う額）等は、いずれも中間

連結財務諸表に重要な影響を及

ぼしていないためであります。

１ 連結の範囲に関する事項

連結子会社の数    14社

株式会社データネットワークセ

ンター

マルチチャンネルエンターテイ

メント株式会社

株式会社サムライティービー

株式会社オプティキャスト

株式会社オプティキャスト・マ

ーケティング

株式会社スカパー・ウェルシン

ク

株式会社スカパー・マーケティ

ング

株式会社インフォメーションネ

ットワーク郡山

株式会社ケーブルテレビ足立

株式会社ペイ・パー・ビュー・

ジャパン

株式会社スカパー・モバイル

株式会社シーエス・ナウ

日本メディアーク株式会社 

株式会社eTEN 

 当連結会計年度において、日

本メディアーク株式会社、株式

会社eTENの株式を新規取得した

ことにより、連結子会社となっ

ております。

(2)主要な非連結子会社の名称   

  ウイッチブレイド製作委員会 
                     他3社

当連結会計年度より、「投資

事業組合に対する支配力基準及

び影響力基準の適用に関する実

務上の取扱い」（企業会計基準

委員会 平成18年9月8日実務対応

報告第20号）を適用しておりま

す。これにより、上記の製作委

員会4社については、当連結会計

年度より非連結の子会社として

おります。

  （連結の範囲から除いた理由）

非連結子会社は、いずれも小

規模であり、合計の総資産、売

上高、純損益（持分に見合う

額）及び利益剰余金（持分に見

合う額）等は、いずれも連結財

務諸表に重要な影響を及ぼして

いないためであります。



  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年4月1日
至 平成18年9月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年4月1日
至 平成19年9月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年4月1日
至 平成19年3月31日)

２ 持分法の適用に関する事項

非連結子会社の数  4社

ウィッチブレイド製作委員会

  他3社

関連会社の数    6社

株式会社システム・クリエイト 

株式会社ジェイ・スポ－ツ・ブ

ロ－ドキャスティング 

日活株式会社 

地獄少女製作委員会   他2社 

 全ての非連結子会社及び関連

会社に対して持分法を適用して

おります。

 製作委員会への持分法の適用

においては、「投資事業組合に

対する支配力基準及び影響力基

準の適用に関する実務上の取扱

い」（企業会計基準委員会平成

18年9月8日実務対応報告 第20

号）に従い、個別財務諸表の処

理をそのまま取り込んでおりま

す。

 日活株式会社については、当

中間期連結会計期間において、

会社の財務及び営業方針の決定

に重要な影響を与えることがで

きるようになったため、当中間

連結会計期間から持分法を適用

しております。

２ 持分法の適用に関する事項

持分法適用非連結子会社の数

5社

ウィッチブレイド製作委員会

  他4社

持 分 法 適 用 関 連 会 社 の 数

8社

株式会社システム・クリエイト 

株式会社ジェイ・スポ－ツ・ブ

ロ－ドキャスティング 

日活株式会社 

株式会社中国物語 

地獄少女製作委員会   他3社 

 全ての非連結子会社及び関連

会社に対して持分法を適用して

おります。

 製作委員会への持分法の適用

においては、「投資事業組合に

対する支配力基準及び影響力基

準の適用に関する実務上の取扱

い」（企業会計基準委員会平成

18年9月8日実務対応報告 第20

号）に従い、個別財務諸表の処

理をそのまま取り込んでおりま

す。

 

２ 持分法の適用に関する事項

持分法適用非連結子会社の数

4社

ウィッチブレイド製作委員会

  他3社

持 分 法 適 用 関 連 会 社 の 数

7社

株式会社システム・クリエイト 

株式会社ジェイ・スポ－ツ・ブ

ロ－ドキャスティング 

日活株式会社 

株式会社中国物語 

地獄少女製作委員会   他2社 

 全ての非連結子会社及び関連

会社に対して持分法を適用して

おります。

 製作委員会への持分法の適用

においては、「投資事業組合に

対する支配力基準及び影響力基

準の適用に関する実務上の取扱

い」（企業会計基準委員会平成

18年9月8日実務対応報告 第20

号）に従い、個別財務諸表の処

理をそのまま取り込んでおりま

す。

 日活株式会社については、当

連結会計年度において、会社の

財務及び営業方針の決定に重要

な影響を与えることになったた

め、持分法を適用しておりま

す。

 株式会社中国物語について

は、新規に株式を取得したこと

により、当連結会計年度より持

分法を適用しております。

３ 連結子会社の中間決算日等に関

する事項

 日本メディアーク株式会社の

中間決算日は1月31日で中間連結

決算日と異なっているため、中

間連結財務諸表等の作成にあた

り、9月30日現在の仮決算（中間

決算に準ずる合理的な手続きに

よる決算）に基づく中間財務諸

表を使用しております。他の連

結子会社の中間決算日は中間連

結決算日と一致しております。

３ 連結子会社の中間決算日等に関

する事項

全ての連結子会社の中間決算日

は連結決算日と一致しておりま

す。 

３ 連結子会社の事業年度等に関す

る事項

 連結子会社の決算日は日本メ

ディアーク株式会社（7月31日）

を除き、連結決算日と一致して

おります。なお、日本メディア

ーク株式会社については、連結

決算日で本決算に準じた仮決算

を行った財務諸表を基礎として

おります。



 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年4月1日
至 平成18年9月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年4月1日
至 平成19年9月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年4月1日
至 平成19年3月31日)

４ 会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価

方法

 ①有価証券

 a. 満期保有目的の債券

償却原価法（定額法）によって

おります。

 b. その他有価証券

  時価のあるもの

  中間連結決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額は全部

純資産直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定）に

よっております。

  時価のないもの

 移動平均法による原価法によ

っております。

②デリバティブ

時価法によっております。

４ 会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価

方法

 ①有価証券

 a. 満期保有目的の債券

  同左

 b. その他有価証券

  時価のあるもの

  同左

  

 

 

 

時価のないもの

  同左

 

②デリバティブ

  同左

４ 会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価

方法

 ①有価証券

a. 満期保有目的の債券

   同左

b. その他有価証券

  時価のあるもの

  連結決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全部純資

産直入法により処理し、売却原価

は、移動平均法により算定）によ

っております。

時価のないもの

 同左

②デリバティブ

  同左

③たな卸資産

  a. 番組勘定

 個別法による原価法によって

おります。

b. 貯蔵品

 主として先入先出法による原

価法によっております。

 ③たな卸資産

a. 番組勘定

  同左

b. 貯蔵品

  同左

③たな卸資産

a. 番組勘定

  同左

b. 貯蔵品

  同左



前中間連結会計期間
(自 平成18年4月1日
至 平成18年9月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年4月1日
至 平成19年9月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年4月1日
至 平成19年3月31日)

(2) 重要な減価償却資産の減価償却

の方法

 ①有形固定資産

 定額法によっております。

 なお、主な耐用年数は、建物

及び構築物3年から27年、機械装

置及び運搬具2年から15年であり

ます。

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

 ①有形固定資産

 定額法によっております。

 なお、主な耐用年数は、建物及び構

築物3年から27年、機械装置及び運搬

具2年から15年であります。

（会計方針の変更） 

 当社及び連結子会社は、法人税法の改

正に伴い、当中間連結会計期間より、平

成19年4月1日以降に取得した有形固定資

産について、改正後の法人税法に基づく

減価償却の方法に変更しております。 

 この変更による損益に与える影響は軽

微であります。 

（追加情報） 

 当社及び連結子会社は、法人税法改正

に伴い、平成19年3月31日以前に取得し

た資産については、改正前の法人税法に

基づく減価償却の方法の適用により取得

価額の5％に到達した連結会計年度の翌

連結会計年度より、取得価額の5％相当

額と備忘価額との差額を5年間にわたり

均等償却し、減価償却費に含めて計上し

ております。 

 この変更による損益に与える影響は軽

微であります。  

(2) 重要な減価償却資産の減価

償却の方法

 ①有形固定資産

 定額法によっておりま

す。

 なお、主な耐用年数は、

建物及び構築物3年から27

年、機械装置及び運搬具2年

から15年であります。

  

 

 ②無形固定資産

定額法によっております。

なお、自社利用のソフトウェア

については、社内における利用

可能期間(2年から5年)に基づい

ております。

 ②無形固定資産

  同左

 ②無形固定資産

  同左

(3) 重要な引当金の計上基準

 ①貸倒引当金

金銭債権の貸倒損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性

を検討し、回収不能見込額を計上

しております。

なお、放送事業者が視聴者に債

権を有している基本料、加入料及

び視聴料等に対して、当社が料金

収納サービスを行うことに伴って

発生した売掛金については、視聴

者からの過去の一定期間の回収実

績を勘案して計上しております。

(3) 重要な引当金の計上基準

 ①貸倒引当金

  同左

(3) 重要な引当金の計上基準

 ①貸倒引当金

  同左

 ②賞与引当金

従業員に対し支給する賞与に備

えるため、支給見込額のうち会社

で定めた支給対象期間中の当中間

連結会計期間負担分を計上してお

ります。

 ②賞与引当金

  同左

②賞与引当金

従業員に対し支給する賞与

に備えるため、支給見込額の

うち会社で定めた支給対象期

間中の当連結会計年度負担分

を計上しております。



 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年4月1日
至 平成18年9月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年4月1日
至 平成19年9月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年4月1日
至 平成19年3月31日)

 ③役員賞与引当金

役員に対し支給する賞与に備え

るため、当連結会計年度における

支給見込額に基づき、当中間連結

会計期間に見合う分を計上してお

ります。 

（会計方針の変更） 

 当中間連結会計期間から「役員

賞与に関する会計基準」（企業会

計基準委員会 平成17年11月29日

企業会計基準第4号）を適用してお

ります。 

 この結果、従来の方法に比べ

て、営業利益、経常利益及び税金

等調整前中間純利益がそれぞれ、9

百万円減少しております。

 ③役員賞与引当金

役員に対し支給する賞与に備え

るため、当連結会計年度における

支給見込額に基づき、当中間連結

会計期間に見合う分を計上してお

ります。

  

 ③役員賞与引当金

役員に対し支給する賞与に備え

るため、支給見込み額に基づき当

連結会計年度に見合う分を計上し

ております。 

（会計方針の変更） 

 当連結会計年度より、「役員賞

与に関する会計基準」（企業会計

基準委員会 平成17年11月29日

企業会計基準第4号）を適用してお

ります。これにより、営業利益及

び経常利益が7百万円減少し、税金

等調整前当期純損失が同額増加し

ております。

 ④  ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 

 ④オフィス移転費用引当金 

 平成19年9月に行ったオフィス移転

に伴い発生する原状回復工事等の損

失に備えるため、これに係る費用見

積額を計上しております。

 ④オフィス移転費用引当金 

 平成19年9月末日を目処に、オフィ

スを移転させることが平成19年3月に

決定されたことにより、移転に係る

費用を合理的に見積もり計上してお

ります。

 ⑤退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における退

職給付債務の見込額に基づき、当

中間連結会計期間末において発生

していると認められる額を計上し

ております。なお、数理計算上の

差異は、その発生時の従業員の平

均残存勤務年数（12年及び15年）

により、翌連結会計年度から定額

法で費用処理しております。

 ⑤退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における退

職給付債務の見込額に基づき、当

中間連結会計期間末において発生

していると認められる額を計上し

ております。なお、数理計算上の

差異は、その発生時の従業員の平

均残存勤務年数（11年、12年及び

15年）により、翌連結会計年度か

ら定額法で費用処理しておりま

す。

 ⑤退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における退

職給付債務の見込額に基づき、当

連結会計年度末において発生して

いると認められる額を計上してお

ります。なお、数理計算上の差異

は、その発生時の従業員の平均残

存勤務年数（11年、12年及び15

年）により、翌連結会計年度から

定額法で費用処理しております。

 ⑥役員退職慰労引当金

当社及び一部連結子会社の役員

の退職慰労金の支払に備えるた

め、内規に基づく中間連結会計期

間末要支給額を計上しておりま

す。

 ⑥役員退職慰労引当金

  同左

⑥役員退職慰労引当金

  同左

(4) 重要なリース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。

(4) 重要なリース取引の処理方法

  同左

(4) 重要なリース取引の処理方法

  同左



 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年4月1日
至 平成18年9月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年4月1日
至 平成19年9月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年4月1日
至 平成19年3月31日)

(5) 重要なヘッジ会計の方法

① ヘッジ会計の方法

ヘッジ会計の適用要件を満たす

ものについては、繰延ヘッジ処理

によっております。

(5) 重要なヘッジ会計の方法

① ヘッジ会計の方法

  同左

(5) 重要なヘッジ会計の方法

① ヘッジ会計の方法

  同左

② ヘッジ手段とヘッジ対象

a．ヘッジ手段

為替予約によっております。

② ヘッジ手段とヘッジ対象

a．ヘッジ手段

 同左

② ヘッジ手段とヘッジ対象

a．ヘッジ手段

 同左

b．ヘッジ対象

外貨建予定取引であります。

b．ヘッジ対象

  同左

b．ヘッジ対象

  同左

③ ヘッジ方針

内部規程である「資金運用規

程」及び「資金運用取扱規則」に

基づき、為替変動リスクを回避す

る目的で、実需の範囲内で利用し

ております。

③ ヘッジ方針

  同左

③ ヘッジ方針

  同左

④ ヘッジ有効性評価の方法

基本的に、ヘッジ手段とヘッジ

対象に関する重要な条件がほぼ同

一である場合は、有効性の評価を

省略しております。それ以外のヘ

ッジ取引につきましては、ヘッジ

手段の相場変動の累計とヘッジ対

象の相場変動の累計とを比較し、

両者の変動額等を基礎に判断する

こととしております。

④ ヘッジ有効性評価の方法

  同左

④ ヘッジ有効性評価の方法

  同左

(6)その他中間連結財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項

  ① 消費税等の会計処理

    税抜方式によっております。

  ② ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

(6) その他中間連結財務諸表作成の

ための基本となる重要な事項

 ① 消費税等の会計処理

  同左 

②連結納税制度の適用 

 当中間連結会計期間より当社及

び一部の連結子会社はスカパー

JSAT株式会社を連結納税親会社と

する連結納税主体の連結納税子会

社として、連結納税制度を適用し

ております。

(6) その他連結財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項

  ① 消費税等の会計処理

  同左

  ② ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

５  ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ ５  ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ ５ のれん及び負ののれんの償却に

関する事項 

のれん及び負ののれんは、その

効果の発現する期間にわたって

償却することとしております。

６ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲

中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金(現金及び現金同

等物)は、手許現金、随時引き出し

可能な預金及び容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動において

僅少なリスクしか負わない取得日

から3ヶ月以内に償還期限の到来す

る短期投資からなっております。

６ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲

  同左

６ 連結キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲

連結キャッシュ・フロー計算書

における資金(現金及び現金同等

物)は、手許現金、随時引き出し可

能な預金及び容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動において僅

少なリスクしか負わない取得日か

ら3ヶ月以内に償還期限の到来する

短期投資からなっております。



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年4月1日
至 平成18年9月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年4月1日
至 平成19年9月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年4月1日
至 平成19年3月31日)

（貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準） 

 当中間連結会計期間より、「貸借

対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準」（企業会計基準委員会

平成17年12月9日 企業会計基準第5

号）及び「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等の適用指

針」（企業会計基準委員会 平成17

年12月9日 企業会計基準適用指針第

8号）を適用しております。従来の

「資本の部」の合計に相当する金額

は、84,021百万円であります。 

 なお、中間連結財務諸表規則の改

正により、当中間連結会計期間にお

ける中間連結貸借対照表の純資産の

部については、改正後の中間連結財

務諸表規則により作成しておりま

す。

  ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ （貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準） 

 当連結会計年度より、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準委員会  平

成17年12月9日 企業会計基準第5

号）及び「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等の適用指

針」（企業会計基準委員会 平成17

年12月9日 企業会計基準適用指針第

8号）を適用しております。従来の

「資本の部」の合計に相当する金額

は、83,612百万円であります。 

 なお、連結財務諸表規則の改正に

より、当連結会計年度における連結

貸借対照表の純資産の部について

は、改正後の連結財務諸表規則によ

り作成しております。

  ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿   ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ （ストック・オプション等に関す

る会計基準） 

 当連結会計年度より、「ストッ

ク・オプション等に関する会計基

準」（企業会計基準委員会  平成

17年12月27日 企業会計基準第8号）

及び「ストック・オプション等に関

する会計基準の適用指針」（企業会

計基準委員会 最終改正平成18年5月

31日 企業会計基準適用指針第11

号）を適用しております。これによ

り、営業利益、経常利益が5百万円減

少し、税金等調整前当期純損失が同

額増加しております。

（企業結合に係る会計基準及び事

業分離等に関する会計基準） 

 当中間連結会計期間より「企業結

合に係る会計基準」（企業会計審議

会 平成15年10月31日）及び「事業

分離等に関する会計基準」（企業会

計基準委員会 平成17年12月27日

企業会計基準第7号）並びに「企業結

合会計基準及び事業分離等会計基準

に関する適用指針」（企業会計基準

委員会 平成17年12月27日 企業会

計基準適用指針第10号）を適用して

おります。 

 中間連結財務諸表規則の改正によ

る中間連結財務諸表の表示に関する

変更は以下のとおりであります。 

 （中間連結貸借対照表） 

 「連結調整勘定」は、当中間連結

会計期間から「のれん」として表示

しております。

  ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ （企業結合に係る会計基準及び事

業分離等に関する会計基準） 

 当連結会計年度より、「企業結合

に係る会計基準」（企業会計審議会

平成15年10月31日）及び「事業分離

等に関する会計基準」（企業会計基

準委員会 平成18年12月22日 企業

会計基準第7号）並びに「企業結合会

計基準及び事業分離等会計基準に関

する適用指針」（企業会計基準委員

会 平成17年12月22日 企業会計基

準適用指針第10号）を適用しており

ます。 

 連結財務諸表規則の改正による連

結財務諸表の表示に関する変更は以

下のとおりであります。 

 （連結貸借対照表） 

 「連結調整勘定」は、当連結会計

年度から「のれん」として表示して

おります。



 
  

表示方法の変更 

  

 
  

  

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度

(自 平成18年4月1日 (自 平成19年4月1日 (自 平成18年4月1日

至 平成18年9月30日) 至 平成19年9月30日) 至 平成19年3月31日)

（金融商品に係る会計基準） 

 従来、組込デリバティブを区分し

て測定することができる複合金融商

品は、組込デリバティブを区分して

時価評価し、評価差額を当期の損益

に計上しておりましたが、当中間連

結会計期間より「その他の複合金融

商品（払込資本を増加させる可能性

のある部分を含まない複合金融商

品）に関する会計処理」（企業会計

基準適用指針第12号 平成18年3月30

日）を適用し、全体の信用リスクが

高くないと判断した複合金融商品の

評価差額は、純資産の部に計上して

おります。これにより経常利益及び

税金等調整前中間純利益は3百万円増

加しております。

  ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ （金融商品に係る会計基準） 
 従来、組込デリバティブを区分して
測定することができる複合金融商品
は、組込デリバティブを区分して時価
評価し、評価差額を当期の損益に計上
しておりましたが、当連結会計年度よ
り「その他の複合金融商品（払込資本
を増加させる可能性のある部分を含ま
ない複合金融商品）に関する会計処
理」（企業会計基準適用指針第12号
平成18年3月30日）を適用し、全体の
信用リスクが高くないと判断した複合
金融商品の評価差額は、純資産の部に
計上しております。これにより経常利
益は7百万円増加し、税金等調整前純
損失は同額減少しております。

前中間連結会計期間
(自 平成18年4月1日
至 平成18年9月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年4月1日
至 平成19年9月30日)

（中間連結貸借対照表関係）

前中間連結会計期間において、有形固定資産の「建

物」及び「構築物」はそれぞれ区分掲記しておりました

が、当中間連結会計期間より「建物及び構築物」として

表示しております。 

 なお、当中間連結会計期間末の「建物」の金額は

1,919百万円、「構築物」の金額は2,060百万円でありま

す。

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前中間連結会計期間において、「営業活動によるキャ

ッシュ・フロー」の「その他」に含めていた「前渡金の

増減額」及び「持分法による投資損失」は重要性が増加

したため、当中間連結会計期間から区分掲記することに

しました。

なお、前中間連結会計期間の「前渡金の増減額」は△

487百万円、「持分法による投資損失」は4百万円であり

ます。

（中間連結貸借対照表関係）
   ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 
 
 
 
 
 
 
 
（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）
前中間連結会計期間において、「営業活動によるキャ

ッシュフロー」の「その他」に含めていた「未払消費税
等の増減額」及び「立替金の増減額」は重要性が増加し
たため、当中間連結会計期間から区分掲記することにし
ました。 
 なお、前中間連結会計期間の「未払消費税等の増減
額」は265百万円、「立替金の増減額」は△21百万円
であります。



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間末 
(平成18年9月30日)

当中間連結会計期間末
(平成19年9月30日)

前連結会計年度末 
(平成19年3月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

8,457百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

10,546百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

9,500百万円



(中間連結損益計算書関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年4月1日
至 平成18年9月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年4月1日
至 平成19年9月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年4月1日
至 平成19年3月31日)

 

※１ プラットフォーム事業費の明

細

人件費 834百万円

外注費 6,029

通信運搬費 5,352

番組購入費 7,499

ICカード購入費 170

賃借料 523

リース料 1,760

減価償却費 2,141

その他 4,593

 
 

※１ プラットフォーム事業費の明

細

人件費 965百万円

外注費 6,054

通信運搬費 5,590

番組購入費 8,958

ICカード購入費 134

賃借料 543

リース料 1,461

減価償却費 2,177

その他 3,050

 
 

※１ プラットフォーム事業費の明

細

人件費 1,576百万円

外注費 12,698

通信運搬費 10,756

番組購入費 14,989

ICカード購入費 354

賃借料 1,060

リース料 3,568

減価償却費 4,469

その他 7,865

 

※２ 販売費及び一般管理費の明細

人件費 1,623百万円

代理店手数料 2,322

広告宣伝費 2,729

販売促進費 2,406

貸倒引当金繰入額 188

減価償却費 110

その他 2,992
 

※２ 販売費及び一般管理費の明細

人件費 1,685百万円

代理店手数料 2,882

広告宣伝費 2,951

販売促進費 1,881

貸倒引当金繰入額 198

減価償却費 129

その他 4,053
 

※２ 販売費及び一般管理費の明細

人件費 3,392百万円

代理店手数料 5,265

広告宣伝費 6,417

販売促進費 4,355

貸倒引当金繰入額 410

減価償却費 257

その他 5,559

※３ 前期損益修正 ※３  ＿＿＿＿＿＿＿＿＿ ※３ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

 前期に計上した研究開発費用及び

マ－ケティング費用の一部につい

て、当該費用に係る納品物等の納品

日は前期中であったものの、検収完

了時期については当期とすべきであ

ることが判明し、当該費用の計上年

度を修正すべき事由が生じたため、

これを修正したものであります。

 

 

※４ 固定資産除却損の内容

建物及び構築物 20百万円

機械装置及び運搬具 20

ソフトウェア 34

その他 11

計 86百万円
 

※４ 固定資産除却損の内容

建物及び構築物 25百万円

機械装置及び運搬具 140

ソフトウェア 46

その他 2

計 215百万円
 

※４ 固定資産除却損の内容

建物及び構築物 113百万円

機械装置及び運搬具 216

ソフトウェア 92

その他 29

計 452百万円

 

 

※５ 固定資産売却損の内容

機械装置及び運搬具 1百万円

計 1百万円

※５  ＿＿＿＿＿＿＿＿＿

 ※６ 債務免除益の内容
 連結子会社であった㈱スカパー・マ
ーケティングの解散に伴う清算に当た
り、少数株主より債務の免除を受けた
ことによるものであります。

 

※５ 固定資産売却損の内容

機械装置及び運搬具 1百万円

その他 1

計 3百万円



(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

前中間連結会計期間（自 平成18年4月1日 至 平成18年9月30日） 

  

１ 発行済株式に関する事項 

   
  

２ 自己株式に関する事項 

   
  

３ 新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

  
４ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

 
  
 (2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後とな

るもの 

該当事項はありません。 

  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 2,270,365 － － 2,270,365

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 117,441 － － 117,441

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成18年6月27日 
定時株主総会

普通株式 1,614 750 平成18年3月31日 平成18年6月27日



当中間連結会計期間（自 平成19年4月1日 至 平成19年9月30日） 

  

１ 発行済株式に関する事項 

 
  

２ 自己株式に関する事項 

 
 （変動事由の概要） 

 減少数の内訳は、次のとおりであります。 

   親会社株式との株式移転による減少 111,909株 

  

３ 新株予約権等に関する事項 

    該当事項はありません。 

  

４ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

 
  

 (2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後とな

るもの 

 
  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 2,270,365 － － 2,270,365

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 111,909 － 111,909 －

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成19年6月28日 
定時株主総会

普通株式 1,618 750 平成19年3月31日 平成19年6月28日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年11月13日 
取締役会

普通株式 利益剰余金 2,270 1,000 平成19年9月30日 平成19年11月20日



前連結会計年度（自 平成18年4月1日 至 平成19年3月31日） 

  

１ 発行済株式に関する事項 

 
 

２ 自己株式に関する事項 

 
 （変動事由の概要） 

 減少数の主な内訳は、次のとおりであります。 

   株式会社eTENとの株式交換による減少      5,532株 

 

３ 新株予約権等に関する事項 

 
 

４ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

 
  

  (2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 
  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 2,270,365 － － 2,270,365

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 117,441 － 5,532 111,909

会社名 内訳
目的となる株
式の種類

目的となる株式の数（株） 当連結会計
年度末残高
（百万円）

前連結会計
年度末

増加 減少
当連結会計
年度末

提出会社
平成18年ストックオプショ
ンとしての新株予約権

－ － － － － 5

合計 － － － － 5

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成18年6月27日 
定時株主総会

普通株式 1,614 750 平成18年3月31日 平成18年6月27日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年6月27日 
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 1,618 750 平成19年3月31日 平成19年6月28日



次へ 

 (中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  
前中間連結会計期間
(自 平成18年4月1日
至 平成18年9月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年4月1日
至 平成19年9月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年4月1日
至 平成19年3月31日)

 

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

現金及び預金 28,548百万円

有価証券 12,197

計 40,745百万円

MMF以外の有価証
券

△3,188

現金及び 
現金同等物 37,556百万円

 

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

現金及び預金 11,620百万円

有価証券 30,972

計 42,593百万円

MMFを除く償還期
限が３ヶ月を超
える有価証券

△1,000

現金及び 
現金同等物 41,593百万円

 

※１ 現金及び現金同等物の期末残

高と連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係

現金及び預金 21,983百万円

有価証券 20,691

計 42,674百万円

預入期間が
３ヶ月を超える 
定期預金

△300 
 

MMFを除く償還期
限が３ヶ月を超
える有価証券

△3,185 
 

現金及び
現金同等物

39,188百万円

 

 

※２ 株式の取得により新たに連結

子会社となった会社の資産及び負

債の主な内訳 

株式の取得により新たに1社（日

本メディアーク株式会社）を連結

したことに伴う連結開始時の資産

及び負債の内訳並びに株式の取得

価額と取得による収入（純額）と

の関係は次のとおりであります。 

 

流動資産 27百万円

流動負債 △27

新規連結子会社
株式の取得価額

0百万円

新規連結子会社
現金及び現金同
等物

 
△0

差引：新規連結
子会社取得によ
る収入

0百万円

（注）上記の「新規連結子会社取得

による収入」は、中間連結キャッ

シュ・フロー計算書上、投資活動

によるキャッシュ・フローの「そ

の他」に含めて表示しておりま

す。

※２ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

 

 

※２ 株式の取得により新たに連結

子会社となった会社の資産及び負

債の主な内訳

  株式の取得により新たに2社

（日本メディアーク株式会社・株

式会社eTEN）を連結したことに伴

う連結開始時の資産及び負債の内

訳並びに株式の取得価額と取得に

よる収入（純額）との関係は次の

とおりであります。 

 

日本メディアーク株式会社

流動資産 27百万円

流動負債 △27

新規連結子会社株式の
取得価額

0百万円

新規連結子会社現金及
び現金同等物

 
0

差引：新規連結子会社
取得による収入

0百万円

株式会社eTEN

流動資産 244百万円

固定資産 78

のれん 269

流動負債 △165

固定負債 △9

新規連結子会社株式の
取得価額

417百万円

株式交換により割当て
た自己株式

△411

新規連結子会社現金及
び現金同等物

 
105

差引：新規連結子会社
取得による収入

99百万円

 

３ 重要な非資金取引の内容 

  当連結会計年度に株式会社

eTENを完全子会社とする株式交換

を行ったことにより、資本剰余金

が72百万円減少しております。



次へ 

 (リース取引関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年4月1日
至 平成18年9月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年4月1日
至 平成19年9月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年4月1日
至 平成19年3月31日)

 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

取得価額 
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末
残高 

相当額 
(百万円)

機械装置 
及び 

運搬具
10,892 5,698 5,193

ソフト 
ウエア

1,707 1,273 434

その他 
有形固定
資産

4,571 1,584 2,987

合計 17,171 8,556 8,615

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末
残高 

相当額 
(百万円)

建物及び 
構築物

9 3 5

機械装置 
及び 
運搬具

10,841 6,819 4,022

ソフト 
ウエア

1,558 1,402 156

その他 
有形固定
資産

5,916 2,342 3,573

合計 18,325 10,568 7,757

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額

取得価額
相当額 

(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 

(百万円)

期末残高
相当額 

(百万円)

建物及び
構築物

7 1 5

機械装置
及び 

運搬具
10,762 6,281 4,480

ソフト
ウエア

1,602 1,313 289

その他
有形固定
資産

5,780 1,855 3,925

合計 18,152 9,451 8,700

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年内 2,970百万円

１年超 5,824

合計 8,795百万円

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年内 4,560百万円

１年超 3,331

合計 7,892百万円

(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年内 3,303百万円

１年超 5,586

合計 8,889百万円

(3) 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

 支払リース料 1,631百万円

 減価償却費 

 相当額
1,461百万円

 支払利息相当額 133百万円

(3) 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

 支払リース料 1,785百万円

 減価償却費 

 相当額
1,620百万円

 支払利息相当額 113百万円

(3) 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

 支払リース料 3,379百万円

 減価償却費 

 相当額
3,061百万円

 支払利息相当額 257百万円

(4) 減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、残

存期間を零とする定額法によって

おります。

(4) 減価償却費相当額の算定方法

同左

(4) 減価償却費相当額の算定方法

同左

(5) 利息相当額の算定方法

  リース料総額とリース物件の取

得価額相当額の差額を利息相当額

とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。

(5) 利息相当額の算定方法

同左

(5) 利息相当額の算定方法

同左



(有価証券関係) 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

(前中間連結会計期間末)(平成18年9月30日) 

 
  

(当中間連結会計期間末)(平成19年9月30日) 

 
  

(前連結会計年度末)(平成19年3月31日) 

 
  

２ その他有価証券で時価のあるもの 

(前中間連結会計期間末)(平成18年9月30日) 

 
  

(当中間連結会計期間末)(平成19年9月30日) 

 
（注）表中の取得原価は減損処理後の帳簿価額であります。なお、当連結会計年度において上場株式のうち株式会社

スペースシャワーネットワークの株式について574百万円、株式会社インデックス・ホールディングスの株式に

ついて1,817百万円の減損処理を行い、連結損益計算書上、特別損失に計上しております。 

  

(前連結会計年度末)(平成19年3月31日)  

 
（注）表中の取得原価は減損処理後の帳簿価額であります。なお、当連結会計年度において上場株式のうち株式会社

インデックス・ホールディングスの株式について4,108百万円の減損処理を行い、連結損益計算書上、特別損失

に計上しております。 

種類
中間連結貸借対照表
計上額(百万円)

時価(百万円) 差額(百万円)

債券 8,690 8,345 △345

合計 8,690 8,345 △345

種類
中間連結貸借対照表
計上額(百万円)

時価(百万円) 差額(百万円)

債券 8,006 7,586 △419

合計 8,006 7,586 △419

種類
連結貸借対照表
計上額(百万円)

時価(百万円) 差額(百万円)

債券 8,689 8,292 △397

合計 8,689 8,292 △397

種類 取得原価(百万円)
中間連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額(百万円)

上場株式 10,383 8,448 △1,935

債券 14,013 12,047 △1,965

合計 24,396 20,495 △3,901

種類 取得原価(百万円)
中間連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額(百万円)

上場株式 11,585 9,746 △1,839

債券 12,000 9,720 △2,279

合計 23,585 19,466 △4,118

種類 取得原価(百万円)
連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額(百万円)

上場株式 6,474 6,287 △188

債券 14,013 11,985 △2,027

合計 20,488 18,273 △2,214



３ 時価評価されていない主な有価証券 

  

 
（注）当社の基準に基づき、前中間連結会計期間にて1百万円、当中間連結会計期間にて4百万円、前連結会計年度に

て1百万円の減損処理を行い、中間連結損益計算書及び連結損益計算書上、特別損失に計上しております。 

  

(デリバティブ取引関係) 

（前中間連結会計期間末)(平成18年9月30日) 

 
(注) １ ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、上記記載から除いております。 

２ 時価の算定方法は、取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。 

  

(当中間連結会計期間末)(平成19年9月30日) 

デリバティブ取引にはヘッジ会計を適用しているため、該当事項はありません。 

  

(前連結会計年度末)(平成19年3月31日) 

 
(注) １ ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、上記記載から除いております。 

２ 時価の算定方法は、取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。 

  

種類
前中間連結会計期間末
(平成18年9月30日)

当中間連結会計期間末
(平成19年9月30日)

前連結会計年度末 
(平成19年3月31日)

中間連結貸借対照表
計上額(百万円)

中間連結貸借対照表
計上額(百万円)

連結貸借対照表計上額
(百万円)

満期保有目的の債券

コマーシャルペーパー － 28,971 －

その他有価証券

マネー・マネジメント・ 
ファンド

2,013 1,001 2,016

コマーシャルペーパー 6,994 － 15,489

非上場株式（注）
1,289 1,410 1,379

合計 10,298 31,383 18,884

区分
対象物の 

種類
取引の種類

契約額等（百万円） 時価
（百万円）

評価損益

（百万円）うち１年超
（百万円）

市場取引 

以外の取引
通 貨

為替予約取引 買建・米ド
ル

779 － 876 96

区分
対象物の 

種類
取引の種類

契約額等（百万円）
時価 

（百万円）
評価損益 
（百万円）うち１年超

（百万円）

市場取引 

以外の取引
通 貨 為替予約取引 買建・米ドル 390 － 431 40



(ストック・オプション等関係) 

  

Ⅰ 前中間連結会計期間（自 平成18年4月1日 至 平成18年9月30日） 

   該当事項はありません。 

  

 Ⅱ 当中間連結会計期間（自 平成19年4月1日 至 平成19年9月30日） 

１．ストック・オプションにかかる当中間連結会計期間における費用計上額及び科目名 

   一般管理費の株式報酬費用    5百万円 

   特別利益の新株予約権履行免除益 5百万円 

  特別利益の株式報酬受入益    5百万円 

  

２.当中間連結会計期間に付与したストック・オプションの内容 

  該当事項はありません。 

  

 Ⅲ 前連結会計年度（自 平成18年4月1日 至 平成19年3月31日） 

１．ストック・オプションにかかる当連結会計年度における費用計上額及び科目名 

   一般管理費の株式報酬費用    5百万円 

  



２.当連結会計年度において存在したストック・オプションの内容 

 
   （注）1.権利を付与された者は、以下の区分に従って、付与された権利の一部又は全部を行使することが 

  できる。なお、行使可能な株式数に端数が生じた場合は、端数を切り上げた数とする。 

  ①平成15年8月1日から平成16年7月31日までは、権利を付与された株式数の3分の1について権利を 

   行使することができる。 

  ②平成16年8月1日から平成17年7月31日までは、権利を付与された株式数の3分の2について権利を 

   行使することができる。 

  ③平成17年8月1日から平成19年7月31日までは、権利を付与された株式数のすべてについて権利を 

   行使することができる。 

  2.権利を付与された者は、当社の取締役又は従業員たる地位を失った後も、これを行使することが 

  できる。但し、権利を付与された者が次の事由のいずれかに該当したときは、その後、新株引受権 

  を行使することができない。 

  ①取締役が解任された場合又は従業員が諭旨解雇若しくは懲戒解雇された場合。 

  ②取締役又は従業員が、当社と競業する会社の取締役、監査役、従業員、顧問、嘱託、コンサルタ 

   ント等になる等、当社に敵対する行為又は当社の利益を害する行為を行った場合。但し、当社に 

   敵対する意図、又は当社の利益を害する意図をもって、かかる行為を行った場合に限る。 

  3.権利を付与された者が死亡した場合は、相続人がこれを行使することができる。この場合には、 

  権利行使期間は、かかる相続が発生した日から開始され、かつ、1に定める行使の条件は適用され 

  ない。相続人によるその他の権利行使の条件は、4に定める権利付与契約による。 

  4.その他の権利行使の条件は、株主総会決議及び取締役会決議に基づき、当社と付与対象者との間 

  で締結する権利付与契約による。 

  

 
   （注）1.新株予約権を割り当てられた者は、当社の取締役又は従業員たる地位を失った後も、これを行使 

  することができる。ただし、新株予約権を割り当てられた者が、次の事由のいずれかに該当した 

  場合は、その後、新株予約権を行使することができない。 

  ①取締役が解任された場合又は従業員が諭旨解雇若しくは懲戒解雇された場合。 

  ②取締役又は従業員が、当社と競業する会社の取締役、監査役、従業員、顧問、嘱託、コンサル 

   タント等になる等、当社に敵対する行為又は当社の利益を害する行為を行った場合。ただし、 

   当社に敵対する意図又は当社の利益を害する意図をもって、かかる行為を行った場合に限る。 

  2.新株予約権を割り当てられた者が死亡した場合は、相続人がこれを行使することができる。かか 

  る相続人による権利行使の条件は、後記4の契約に定めるところによる。 

  3.新株予約権を割り当てられた者は、割り当てられた新株予約権を第三者に譲渡、質入その他の処 

  分をすることができない。 

  4.その他の権利行使の条件は、取締役会の決議に基づき、当社と新株予約権を割り当てられた者と 

  の間で締結する契約に定めるところによる。 

会社名 提出会社

決議年月日 平成13年６月28日

付与対象者の区分及び人数（名）
当社取締役   5名
当社使用人   8名

株式の種類及び付与数（株） 普通株式  1,445株

付与日 平成13年8月１日

権利確定条件 （注）

対象勤務期間 対象勤務期間の定めはありません

権利行使期間 平成15年8月１日～平成19年7月31日

会社名 提出会社

決議年月日 平成14年６月27日

付与対象者の区分及び人数（名）
当社取締役     5名
当社使用人     9名

株式の種類及び付与数（株） 普通株式   1,644株

付与日 平成14年12月１日

権利確定条件 （注）

対象勤務期間 対象勤務期間の定めはありません

権利行使期間 平成16年12月１日～平成20年11月30日



  

 
   （注）1.新株予約権を割り当てられた者は、当社の取締役又は従業員たる地位を失った後も、これを行使 

  することができる。ただし、新株予約権を割り当てられた者が、次の事由のいずれかに該当した 

  場合は、その後、新株予約権を行使することができない。 

  ①取締役が解任された場合又は従業員が諭旨解雇若しくは懲戒解雇された場合。 

  ②取締役又は従業員が、当社と競業する会社の取締役、監査役、従業員、顧問、嘱託、コンサル 

   タント等になる等、当社に敵対する行為又は当社の利益を害する行為を行った場合。ただし、 

   当社に敵対する意図又は当社の利益を害する意図をもって、かかる行為を行った場合に限る。 

  2.新株予約権を割り当てられた者が死亡した場合は、相続人がこれを行使することができる。かか 

  る相続人による権利行使の条件は、後記4の契約に定めるところによる。 

  3.新株予約権を割り当てられた者は、割り当てられた新株予約権を第三者に譲渡、質入その他の処 

  分をすることができない。 

  4.その他の権利行使の条件は、取締役会の決議に基づき、当社と新株予約権を割り当てられた者と 

  の間で締結した契約に定めるところによる。 

  

 
   （注）1.新株予約権を割り当てられた者は、当社の取締役又は従業員たる地位を失った後も、これを行使 

  することができる。ただし、新株予約権を割り当てられた者が、次の事由のいずれかに該当した 

  場合は、その後、新株予約権を行使することができない。 

  ①取締役が解任された場合又は従業員が諭旨解雇若しくは懲戒解雇された場合。 

  ②取締役又は従業員が、当社と競業する会社の取締役、監査役、従業員、顧問、嘱託、コンサル 

   タント等になる等、当社に敵対する行為又は当社の利益を害する行為を行った場合。ただし、 

   当社に敵対する意図又は当社の利益を害する意図をもって、かかる行為を行った場合に限る。 

  2.新株予約権を割り当てられた者が死亡した場合は、相続人がこれを行使することができる。かか 

  る相続人による権利行使の条件は、後記4の契約に定めるところによる。 

  3.新株予約権を割り当てられた者は、割り当てられた新株予約権を第三者に譲渡、質入その他の処 

  分をすることができない。 

  4.その他の権利行使の条件は、取締役会の決議に基づき、当社と新株予約権を割り当てられた者と 

  の間で締結した契約に定めるところによる。 

会社名 提出会社

決議年月日 平成15年6月27日

付与対象者の区分及び人数（名）
当社取締役    5名
当社使用人   105名

株式の種類及び付与数（株） 普通株式  2,909株

付与日 平成16年４月１日

権利確定条件 （注）

対象勤務期間 対象勤務期間の定めはありません

権利行使期間 平成18年４月1日～平成22年３月31日

会社名 提出会社

決議年月日 平成16年６月25日

付与対象者の区分及び人数（名）
当社取締役    5名
当社使用人    7名

株式の種類及び付与数（株） 普通株式  1,158株

付与日 平成16年12月１日

権利確定条件 （注）

対象勤務期間 対象勤務期間の定めはありません

権利行使期間 平成18年12月１日～平成22年11月30日



前へ 

  

 
   （注）1.新株予約権を割り当てられた者は、当社の取締役又は従業員たる地位を失った後も、これを行使 

  することができる。ただし、新株予約権を割り当てられた者が、次の事由のいずれかに該当した 

  場合は、その後、新株予約権を行使することができない。 

  ①取締役が解任された場合又は従業員が諭旨解雇若しくは懲戒解雇された場合。 

  ②取締役又は従業員が、当社と競業する会社の取締役、監査役、従業員、顧問、嘱託、コンサル 

   タント等になる等、当社に敵対する行為又は当社の利益を害する行為を行った場合。ただし、 

   当社に敵対する意図又は当社の利益を害する意図をもって、かかる行為を行った場合に限る。 

  2.新株予約権を割り当てられた者が死亡した場合は、相続人がこれを行使することができる。かか 

  る相続人による権利行使の条件は、後記4の契約に定めるところによる。 

  3.新株予約権を割り当てられた者は、割り当てられた新株予約権を第三者に譲渡、質入その他の処 

  分をすることができない。 

  4.その他の権利行使の条件は、取締役会の決議に基づき、当社と新株予約権を割り当てられた者と 

  の間で締結した契約に定めるところによる。 

  

 
   （注）1.新株予約権を割り当てられた者は、当社の取締役又は従業員たる地位を失った後も、これを行使 

  することができる。ただし、新株予約権を割り当てられた者が、次の事由のいずれかに該当した 

  場合は、その後、新株予約権を行使することができない。 

  ①取締役が解任された場合又は従業員が諭旨解雇若しくは懲戒解雇された場合。 

  ②取締役又は従業員が、当社と競業する会社の取締役、監査役、従業員、顧問、嘱託、コンサル 

   タント等になる等、当社に敵対する行為又は当社の利益を害する行為を行った場合。ただし、 

   当社に敵対する意図又は当社の利益を害する意図をもって、かかる行為を行った場合に限る。 

  2.新株予約権を割り当てられた者の相続人に関する権利行使の条件は、後記3の契約に定めるところに 

  よる。   

  3.その他の権利行使の条件は、取締役会の決議に基づき、当社と新株予約権を割り当てられた者との間 

  で締結する契約に定めるところによる。 

  

  

会社名 提出会社

決議年月日 平成17年6月24日

付与対象者の区分及び人数（名）
当社取締役    6名
当社使用人   101名

株式の種類及び付与数（株） 普通株式  2,599株

付与日 平成17年８月１日

権利確定条件 （注）

対象勤務期間 対象勤務期間の定めはありません

権利行使期間 平成19年８月１日～平成23年７月31日

会社名 提出会社

決議年月日 平成18年６月27日

付与対象者の区分及び人数（名）
当社取締役    6名
当社使用人    6名

株式の種類及び付与数（株） 普通株式  1,180株

付与日 平成18年10月１日

権利確定条件 （注）

対象勤務期間 対象勤務期間の定めはありません

権利行使期間 平成20年10月１日～平成24年９月30日



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成18年4月1日 至 平成18年9月30日)、当中間連結会計期間(自 平成19年

4月1日 至 平成19年9月30日)及び前連結会計年度(自 平成18年4月1日 至 平成19年3月31日) 

当社及び連結子会社の事業は、CSデジタル多チャンネル放送に係るプラットフォームサービス及びそ

の付随業務の単一事業であります。従いまして、開示対象となるセグメントはありませんので記載は省

略しております。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成18年4月1日 至 平成18年9月30日)、当中間連結会計期間(自 平成19年

4月1日 至 平成19年9月30日)及び前連結会計年度(自 平成18年4月1日 至 平成19年3月31日) 

全セグメントの営業収益の合計額に占める日本の割合が90％を超えているため、所在地別セグメント

情報の記載は省略しております。 

  

【海外営業収益】 

前中間連結会計期間(自 平成18年4月1日 至 平成18年9月30日)、当中間連結会計期間(自 平成19年

4月1日 至 平成19年9月30日)及び前連結会計年度(自 平成18年4月1日 至 平成19年3月31日) 

海外営業収益は、連結営業収益の10％未満のため記載は省略しております。 

  



(１株当たり情報) 

  

 
  

前中間連結会計期間 
（自 平成18年4月1日 

    至 平成18年9月30日）

当中間連結会計期間
（自 平成19年4月1日 

    至 平成19年9月30日）

前連結会計年度 
（自 平成18年4月1日 

    至 平成19年3月31日）

１株当たり純資産額  39,042円87銭 １株当たり純資産額 39,516円11銭 1株当たり純資産額  38,753円99銭

１株当たり中間純利益   598円36銭 １株当たり中間純利益    562円56銭 1株当たり当期純損失  609円22銭

なお、潜在株式調整後１株当たり中
間純利益については、希薄化効果を
有している潜在株式が存在しないた
め記載しておりません。

 なお、潜在株式調整後１株当たり
中間純利益金額については、潜在株
式が存在しないため記載しておりま
せん。

なお、潜在株式調整後1株当たり当
期純利益金額については、当期純損
失が計上されているため記載してお
りません。
算定上の基礎

1 1株当たり中間純利益額の算定上
の基礎は以下のとおりです。

1 1株当たり中間純利益額の算定上
の基礎は以下のとおりです。

１ 1株当たり当期純損失額

 中間純利益     1,288百万円
  普通株主に帰属しない金額 
             －百万円 
 普通株式に係る中間純利益 
            1,288百万円 
 普通株式の期中平均株式数 
              2,152千株

 中間純利益    1,276百万円
  普通株主に帰属しない金額 
             －百万円 
 普通株式に係る中間純利益 
            1,276百万円 
 普通株式の期中平均株式数 
              2,269千株

当期純損失  1,311百万円 
普通株主に帰属しない金額 
           －百万円 
普通株式に係る当期純損失 
         1,311百万円 
普通株式の期中平均株式数 
          2,153千株

希薄化効果を有しないため、潜在株
式調整後１株当たり中間純利益の算
定に含めなかった潜在株式の概要 
新株予約権（旧商法第280条ノ19の規
定に基づく新株予約権1,413株、平成
13年改正旧商法第280条ノ20及び平成
13年改正旧商法第280条ノ21の規定に
基づく新株予約権の目的となる株式
の数8,310株）。 
 これらの詳細は、「新株予約権等
の状況」に記載の通りであります。

 希薄化効果を有しないため、潜在
株式調整後1株当たり中間純利益の算
定に含めなかった潜在株式の概要 
新株予約権（旧商法280条ノ19の規定
に基づく新株引受権1,413株、平成13
年改正旧商法280条ノ20及び平成13年
改正旧商法280条ノ21の規定に基づく
新株予約権の数8,310個、会社法第
238条第1項、第2項及び第240条第1項
の規定に基づく新株予約権の数1,180
個）。
 なお、平成19年4月2日、持株会社
スカパーJSAT株式会社設立に伴い上
記新株予約権は全て同社に承継され
ました。

希薄化効果を有しないため、潜在
株式調整後1株当たり当期純利益の算
定に含めなかった潜在株式の概要 
新株予約権（旧商法280条ノ19の規定
に基づく新株引受権1,413株、平成13
年改正旧商法280条ノ20及び平成13年
改正旧商法280条ノ21の規定に基づく
新株予約権の数8,310個、会社法第
238条第1項、第2項及び第240条第1項
の規定に基づく新株予約権の数1,180
個）。

２ 1株当たり純資産額の算定上の基
礎は以下のとおりです。
純資産の部の合計額 
          88,656百万円 
  純資産の部の合計額から控除す 
  る金額 
                   4,599百万円 
  （うち少数株主持分） 
                     4,599百万円 
普通株式に係る中間期末の純資産額 
               84,056百万円 
1株当たり純資産額の算定に用いられ
た普通株式の数 
                     2,152千株

２ 1株当たり純資産額の算定上の基
礎は以下のとおりです。
純資産の部の合計額
           93,169百万円 
  純資産の部の合計額から控除す 
  る金額 
                    3,453百万円 
  （うち少数株主持分） 
                      3,453百万円 
普通株式に係る中間期末の純資産額 
                89,715百万円 
1株当たり純資産額の算定に用いられ
た普通株式の数 
                     2,270千株

２ 1株当たり純資産額額
純資産の部の合計額 
           87,340百万円 
純資産の部の合計額 
から控除する金額 
                    3,691百万円 
  （うち新株予約権） 
                          5百万円

（うち少数株主持分） 
                      3,685百万円 
普通株式に係る期末の純資産額 
                83,648百万円 
1株当たり純資産額の算定に用いられ
た期末の普通株式の数 
                     2,158千株



(重要な後発事象) 

  
  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年4月1日
至 平成18年9月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年4月1日
至 平成19年9月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年4月1日
至 平成19年3月31日)

１ 新株予約権の発行

当社は平成18年8月30日開催の取

締役会において、会社法238条第1

項、第2項及び第240条第1項に基づ

き、当社の取締役及び執行役員に

ストックオプションとして発行す

る新株予約権について、下記のと

おりに決議しております。 

①新株予約権の割当日 

 平成18年10月1日 

②新株予約権の行使期間 

 自 平成20年10月1日 

 至 平成24年9月30日 

③新株予約権の総数 

 1,180個 

④新株予約権の目的たる株式の種

類及び数 

 当社普通株式1,180株 

⑤新株予約権の行使に際して出資

される財産の価額 

 1株当たり70,256円 

 総額82,902,080円 

⑥新株予約権の払込金額 

 金銭の払込は要しない

２ 持株会社設立による経営統合の

基本合意について

当社及びジェイサット株式会社

（以下、JSATという）は、平成18

年10月26日開催のそれぞれの取締

役会による決議において、今後の

共同株式移転計画の作成及び共同

株式移転契約の締結、臨時株主総

会の承認決議並びに関係官庁等の

確認その他所要の手続きを経るこ

とを前提として、株式移転によ

り、両社の完全親会社となる持株

会社、スカパー・JSAT株式会社

（以下、持株会社という）を設立

し、その傘下で経営統合（以下、

本経営統合という）を行うことを

決定し、同日、両社の間で基本合

意書を締結いたしました。

(1)本経営統合の目的

相互の尊重と対等な精神のもとに

両社の経営資源を統合し、シナジ

ー効果の発現により、日本におけ

る有料多チャンネル放送の更なる

市場拡大を図るとともに、通信・

放送の融合を見据えた総合的な事

業の拡大と経営の効率化を通じて

企業価値を最大限に高めることを

目的とします。

  ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

 

１ スカパーJSAT株式会社の設立に

ついて

当社及びジェイサット株式会社

（以下、JSATという）は、平成19

年2月9日に開催のそれぞれの臨時

株主総会での決議及び関係官庁等

の確認を得て、当社及びJSATを完

全子会社とする共同株式移転を行

う方法で、平成19年4月2日に両社

の完全親会社スカパーJSAT株式会

社を設立いたしました。また、同

日、スカパーJSAT株式会社は、東

京証券取引所市場第一部に上場い

たしました。 

 完全親会社の概要は次のとおり

です。

商号

スカパーJSAT株式会社

（英文名：

SKY Perfect JSAT Corporation）

本店所在地 東京都千代田区

代表者 代表取締役社長 仁藤 雅夫

資本金 100億円

主な事業

・グループの全体最適を図るた

めの企画、運営、管理等を行い

、各社の権限と責任を明確にし

たうえで、業務執行を管理、統

括し、グループ全体経営を統括

する。

・グループの経営資源を有効活

用し、利益成長を促進させると

ともに統合効果を早期に実現さ

せる視点からグループ経営戦略

を策定し、これを実行する。

統合の目的

相互の尊重と対等な精神のもと

に両社の経営資源を統合し、シ

ナジー効果の発現により、日本

における有料多チャンネル放送

の更なる市場拡大を図るととも

に、通信・放送の融合を見据え

た総合的な事業の拡大と経営の

効率化を通じて企業価値を最大

限に高めることを目的としま

す。

設立日 平成19年４月２日



前中間連結会計期間
(自 平成18年4月1日
 至 平成18年9月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年4月1日
至 平成19年9月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年4月1日
至 平成19年3月31日)

 

(2)本経営統合の概要

①本経営統合のスキーム

 当社及びJSATは、平成19年2月

に開催予定のそれぞれの臨時株主

総会及び関係官庁等の確認を前提

に、当社及びJSATを完全子会社と

する共同株式移転を行う方法で両

社の完全親会社を設立することに

より、平成19年4月2日を目処とし

て、持株会社体制に移行し、両社

の経営を統合することを予定して

おります。なお、今後、手続を進

める中で、やむを得ない状況が生

じた場合は、両社協議の上、共同

株式移転による経営統合のスキー

ムを変更することがあります。

②本経営統合のスケジュール

平成19年1月初旬(予定)

共同株式移転計画の作成及び共

同株式移転契約の締結（両社） 

平成19年2月初旬（予定）

株式移転承認に係る臨時株主総

会（両社）

平成19年3月27日（予定）

両社株式上場廃止日

平成19年4月2日（予定）

持株会社設立登記日・持株会社

株式上場日

平成19年4月中旬（予定）

 株券交付日（持株会社）

なお、今後、手続を進める中で、

やむを得ない状況が生じた場合

は、両社協議の上、日程を変更す

ることがあります。

②株式移転比率

株式移転に際して両社の株式に割

り当てる持株会社の普通株式数の

比率（株式移転比率）を、以下の

通りと致します（以下「本株式移

転比率」という）。

会社名 当社 JSAT

株式移転比率 1 4

 これにより、当社の普通株式1

株に対し、持株会社の普通株式1

株を、JSATの普通株式1株に対

し、持株会社の普通株式4株を、

それぞれ割り当てます。

 

２ 株式会社スカパー・マーケティ

ングの事業の譲り受け及び同社の

解散について

当社は、平成19年3月28日開催の

取締役会にて連結子会社である株

式会社スカパー・マーケティング

（以下、譲渡会社）の事業を譲り

受ける方針を決定したことに続

き、平成19年4月25日開催の取締役

会において、譲渡会社が展開する

事業の譲受につき事業譲渡契約書

を締結することを決議いたしまし

た。なお、譲渡会社は平成19年6月

1日に当社への事業の全部を譲渡し

た後に、同月末に解散の予定で

す。 

①譲り受けの内容

譲渡会社の名称
株式会社スカパー・ 

マーケティング

譲り受ける 

事業内容

スカパー！及びスカパー！光

の受信機のレンタル及び直販

事業

譲り受ける理由

当社とジェイサット株式会社

との経営統合後のグループ 

再編のため

譲り受ける 

資産の額
126百万円

譲り受ける 

負債の額
-百万円

②譲受の日程

平成19年4月25日
当社取締役会による事業譲渡

契約書締結の決議

平成19年5月2日 事業譲渡契約書の締結

平成19年6月1日 譲受の日

③譲渡会社の概要

商号
株式会社スカパー・ 

マーケティング

主な事業内容

スカパー！及びスカパー！光

の受信機のレンタル及び直販

事業

本店所在地 東京都渋谷区

設立年月日 平成17年2月1日

代表取締役 奥永孝仁

資本金 480百万円

株主
当社51％ 

ジェイサット株式会社49％



 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年4月1日
至 平成18年9月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年4月1日
至 平成19年9月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年4月1日
至 平成19年3月31日)

 

 本株式移転比率につきまして

は、当社はモルガン・スタンレー

証券株式会社を、JSATはメリルリ

ンチ日本証券株式会社をファイナ

ンシャル・アドバイザーにそれぞ

れ任命し、本株式移転比率に対す

る第三者機関としての評価を依頼

しました。両ファイナンシャル・

アドバイザーはそれぞれ市場株価

分析、DCF（ディスカウントキャ

ッシュフロー）分析等を用いて両

社の企業・株式価値を算定し、そ

の評価を踏まえ、両社が交渉・協

議を行い決定致しました。 

 但し、上記株式移転比率は、算

定の基礎となる諸条件に重大な変

更が生じた場合は、両社協議の

上、変更することがあります。

(3)JSAT（連結）の概要（平成18年3
月末現在）
①商号 ジェイサット株式会社

②事業概要

通信衛星によるネットワー

ク関連サービス及び映像関

連サービス

③設立年月日  昭和60年2月

④本店所在地 東京都千代田区

⑤代表者 代表取締役社長 磯崎 澄

⑥資本金 53,769百万円

⑦発行済株式

総数
356,418株

⑧株主資本 82,888百万円

⑨総資産 169,733百万円

⑩決算期 3月31日

⑪従業員数 257名

⑫主要取引先
エヌ・ティ・ティ・コミュ

ニケ－ションズ㈱

⑬大株主及び

持株比率

エヌ・ティ・テ

ィ・コミュニケ－

ションズ㈱

17.64%

みずほ信託退職給

付信託（伊藤忠商

事口再信託受託者

資産管理サービス

信託）

13.99%

日本トラスティ・

サ－ビス信託銀行

（㈱住友信託銀行

再信託分・住友商

事㈱退職給付信託

口）

10.75%

日本トラスティ・

サ－ビス信託銀行

㈱）（三井アセッ

ト信託銀行再信託

分・三井物産㈱退

職給付信託口）

9.40%

日本テレビ放送網

㈱
6.31%



 
  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

前中間連結会計期間
(自 平成18年4月1日
至 平成18年9月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年4月1日
至 平成19年9月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年4月1日
至 平成19年3月31日)

 

(4)持株会社の概要（予定）

①商号

スカパー・JSAT株式会社 

(英文名： 

SKY Perfect JSAT Corporation)

②事業内容

− グループの全体最適を図るため

の企画、運営、管理等を行い、各

社の権限と責任を明確にしたうえ

で、業務執行を管理・統括し、グ

ループ全体の経営を統括する。 

− グループの経営資源を有効活用

し、利益成長を促進させるととも

に統合効果を早期に実現させる視

点からグループ経営戦略を策定

し、これを実行する。

③本店所在地

未定

④取締役及び監査役候補者

役職 氏名 現職

代表取締役

会長

秋山 政徳 ジェイサット

㈱ 取締役 専務

執行役員

代表取締役

社長

仁藤 雅夫 ㈱スカイパーフ

ェクト・コミュ

ニケーション

ズ 代表取締役社

長

取締役 住友 裕郎 ジェイサット

㈱ 上級執行役員

取締役 平林 良司 ㈱スカイパーフ

ェクト・コミュ

ニケーション

ズ 常務取締役

⑤資本金

未定

⑥発行予定株式数

設立時発行予定株式数 

普通株式3,696,037株

⑦決算期

3月31日

⑧会計監査人

 監査法人トーマツ



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

 
  

前中間会計期間末

(平成18年9月30日)

当中間会計期間末

(平成19年9月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年3月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 21,011 5,039 14,936

 ２ 売掛金 6,910 7,699 6,987

 ３ 有価証券 12,197 30,972 20,691

 ４ 親会社株式 － 5,517 －

 ５ 番組勘定 5,890 4,076 5,322

 ６ 短期貸付金 － 2,997 －

 ７ 未収入金 701 1,066 986

 ８ その他 2,804 2,980 5,173

   貸倒引当金 △467 △2,071 △754

   流動資産合計 49,047 43.2 58,277 50.3 53,342 45.6

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産 ※１

 (1) 建物 1,644 1,247 1,527

 (2) 機械及び装置 8,826 9,849 10,220

 (3) 建設仮勘定 － 3,170 516

 (4) その他 1,657 336 382

   計 12,128 14,604 12,647

 ２ 無形固定資産

 (1) ソフトウェア 1,563 955 970

 (2) その他 10 8 9

   計 1,573 963 979

 ３ 投資その他の資産

 (1) 投資有価証券 27,280 22,366 25,156

 (2) 関係会社株式 19,958 13,673  19,581

 (3) その他 3,803 8,598 6,055

   貸倒引当金 △150 △2,560 △750

   計 50,891 42,077 50,043

   固定資産合計 64,593 56.8 57,646 49.7 63,671 54.4

   資産合計 113,641 100.0 115,924 100.0 117,013 100.0



 
  

前中間会計期間末

(平成18年9月30日)

当中間会計期間末

(平成19年9月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年3月31日)

区分
注記 

番号
金額(百万円)

構成比 

(％)
金額(百万円)

構成比 

(％)
金額(百万円)

構成比 

(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 未払金 7,994 8,344 10,132

 ２ 未払費用 992 852 1,077

 ３ 未払法人税等 127 112 149

 ４ 視聴料預り金 9,075 9,080 8,915

 ５ 賞与引当金 206 234 219

 ６ 役員賞与引当金 9 4 －

  ７ オフィス移転費用 

      引当金
－ 221 240

 ８ その他 ※２ 2,301 4,563 1,972

   流動負債合計 20,707 18.2 23,413 20.2 22,707 19.4

Ⅱ 固定負債

 １ 長期未払金 52 － 8

 ２ 退職給付引当金 697 728 743

 ３ 役員退職慰労引当金 6 6 6

 ４ その他 1,106 927 1,053

   固定負債合計 1,862 1.7 1,662 1.4 1,811 1.6

   負債合計 22,569 19.9 25,075 21.6 24,518 21.0



 
  

前中間会計期間末

(平成18年9月30日)

当中間会計期間末

(平成19年9月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年3月31日)

区分
注記 

番号
金額(百万円)

構成比

(％)
金額(百万円)

構成比

(％)
金額(百万円)

構成比

(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 50,083 44.0 50,083 43.2 50,083 42.8

 ２ 資本剰余金

  (1) 資本準備金 16,786 16,786 16,786

  (2) その他資本剰余金 27,208 24,840 27,135

   資本剰余金合計 43,995 38.7 41,626 35.9 43,922 37.5

 ３ 利益剰余金

  (1) その他利益剰余金

    繰越利益剰余金 11,305 2,484 10,529

   利益剰余金合計 11,305 9.9 2,484 2.2 10,529 9.0

 ４ 自己株式 △10,282 △9.0 － － △9,797 △8.3

   株主資本合計 95,102 83.6 94,195 81.3 94,737 81.0

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券 

   評価差額金
△4,065 △3.5 △3,376 △2.9 △2,284 △2.0

 ２ 繰延ヘッジ損益 34 0.0 29 0.0 36 0.0

   評価・換算差額等 

   合計
△4,030 △3.5 △3,347 △2.9 △2,248 △2.0

Ⅲ 新株予約権 － － － － 5 0.0

   純資産合計 91,071 80.1 90,848 78.4 92,494 79.0

   負債純資産合計 113,641 100.0 115,924 100.0 117,013 100.0



② 【中間損益計算書】 

  

 
  

前中間会計期間

(自 平成18年4月1日
至 平成18年9月30日)

当中間会計期間

(自 平成19年4月1日
至 平成19年9月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自 平成18年4月1日
至 平成19年3月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 営業収益

 １ プラットフォーム 
   事業収益

37,981 100.0 38,982 100.0 75,875 100.0

Ⅱ 営業費用

 １ プラットフォーム 
   事業費

※１ 23,627 23,614 46,058

 ２ 販売費及び 
   一般管理費

※２ 11,422 35,050 92.3 11,254 34,868 89.4 21,932 67,991 89.6

   営業利益 2,931 7.7 4,113 10.6 7,883 10.4

Ⅲ 営業外収益 ※３ 514 1.4 677 1.7 1,195 1.6

Ⅳ 営業外費用 ※４ 207 0.6 61 0.2 22 0.0

  経常利益 3,237 8.5 4,728 12.1 9,056 11.9

Ⅴ 特別利益 ※５ 40 0.1 99 0.3 40 0.1

Ⅵ 特別損失 ※６ 83 0.2 12,940 33.2 7,100 9.4

  税引前中間（当期） 
  純利益(税引前中間 
  純損失:△)

3,194 8.4 △8,111 △20.8 1,995 2.6

  法人税、住民税 
  及び事業税

4 △528 7

  法人税等調整額 － 4 0.0 △1,157 △1,686 △4.3 △425 △417 △0.6

  中間（当期）純利益 
  (中間純損失:△)

3,189 8.4 △6,425 △16.5 2,413 3.2



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間(自 平成18年4月1日 至 平成18年9月30日) 

  

 
  

 
  

 
（注）平成18年6月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

平成18年3月31日残高(百万円) 50,083 16,786 27,208 43,995

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当（注） －

 役員賞与（注） －

 中間純利益 －

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額（純額）

－

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円)

－ － － －

平成18年9月30日残高(百万円) 50,083 16,786 27,208 43,995

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計その他利益剰余金
利益剰余金合計

繰越利益剰余金

平成18年3月31日残高(百万円) 9,737 9,737 △10,282 93,534

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当（注） △1,614 △1,614 △1,614

 役員賞与（注） △7 △7 △7

 中間純利益 3,189 3,189 3,189

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額（純額）

－

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円)

1,567 1,567 － 1,567

平成18年9月30日残高(百万円) 11,305 11,305 △10,282 95,102

評価・換算差額等

純資産合計その他有価証券 
評価差額金

繰延ヘッジ損益
評価・換算
差額等合計

平成18年3月31日残高(百万円) 5,574 － 5,574 99,109

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当（注） － △1,614

 役員賞与（注） － △7

 中間純利益 － 3,189

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額（純額）

△9,639 34 △9,604 △9,604

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円)

△9,639 34 △9,604 △8,037

平成18年9月30日残高(百万円) △4,065 34 △4,030 91,071



当中間会計期間(自 平成19年4月1日 至 平成19年9月30日) 

  

 
  

  

 
  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
資本準備金

その他資本
剰余金

資本剰余金
合計

その他利益

剰余金 利益剰余金

合計繰越利益 

剰余金

平成19年3月31日残高(百万円) 50,083 16,786 27,135 43,922 10,529 10,529 △9,797 94,737

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当 － △1,618 △1,618 △1,618

 中間純損失 － △6,425 △6,425 △6,425

 自己株式の処分 △2,295 △2,295 － 9,797 7,502

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額（純額）

－ － －

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円)

－ － △2,295 △2,295 △8,044 △8,044 9,797 △542

平成19年9月30日残高(百万円) 50,083 16,786 24,840 41,626 2,484 2,484 － 94,195

評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計その他有価証券 
評価差額金

繰延ヘッジ損益
評価・換算
差額等合計

平成19年3月31日残高(百万円) △2,284 36 △2,248 5 92,494

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当 － △1,618

 中間純損失 － △6,425

 自己株式の処分 － 7,502

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額（純額）

△1,091 △6 △1,098 △5 △1,104

中間会計期間中の変動額合計(百万円) △1,091 △6 △1,098 △5 △1,646

平成19年9月30日残高(百万円) △3,376 29 △3,347 － 90,848



前事業年度(自 平成18年4月1日 至 平成19年3月31日) 

  

 
  

 
(注)平成18年6月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本 

合計資本準備金
その他 

資本剰余金

資本剰余金 

合計

その他 

利益剰余金 利益剰余金 

合計繰越 

利益剰余金

平成18年3月31日残高(百万円) 50,083 16,786 27,208 43,995 9,737 9,737 △10,282 93,534

事業年度中の変動額

 剰余金の配当（注） － △1,614 △1,614 △1,614

 役員賞与（注） － △7 △7 △7

 当期純利益 － 2,413 2,413 2,413

 自己株式の処分 △72 △72 － 484 411

 株主資本以外の項目の事業 

 年度中の変動額（純額）
－

－ －

事業年度中の変動額合計 

(百万円)
－ － △72 △72

791 791 484 1,202

平成19年3月31日残高(百万円) 50,083 16,786 27,135 43,922 10,529 10,529 △9,797 94,737

評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計その他有価証券 

評価差額金
繰延ヘッジ損益

評価・換算 

差額等合計

平成18年3月31日残高(百万円) 5,574 － 5,574 － 99,109

事業年度中の変動額

 剰余金の配当（注） － △1,614

 役員賞与（注） － △7

 当期純利益 － 2,413

 自己株式の処分 － 411

 株主資本以外の項目の事業 

 年度中の変動額（純額）
△7,858 36 △7,822 5 △7,817

事業年度中の変動額合計 

(百万円)
△7,858 36 △7,822 5 △6,614

平成19年3月31日残高(百万円) △2,284 36 △2,248 5 92,494



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  
前中間会計期間

(自 平成18年4月1日
至 平成18年9月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年4月1日
至 平成19年9月30日)

前事業年度
(自 平成18年4月1日
至 平成19年3月31日)

１ 資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券

a.満期保有目的の債券

   償却原価法（定額法）によって

おります。

１ 資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券

a.満期保有目的の債券

       同左

１ 資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券

a.満期保有目的の債券

        同左

b. 子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法によ

っております。

b.子会社株式及び関連会社株式

同左

b.子会社株式及び関連会社株式

同左

c.その他有価証券

   時価のあるもの

中間決算日の市場価格等に基

づく時価法(評価差額は全部純資

産直入法により処理し、売却原

価は、移動平均法により算定)に

よっております。

c.その他有価証券

   時価のあるもの

同左

c.その他有価証券

   時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく

時価法(評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売却原価

は、移動平均法により算定)に

よっております。

   時価のないもの

移動平均法による原価法によ

っております。

   時価のないもの

同左

   時価のないもの

同左

(2) デリバティブ

時価法によっております。

(2) デリバティブ

同左

(2) デリバティブ

同左

(3) たな卸資産

番組勘定

   個別法による原価法によって

おります。

(3) たな卸資産

番組勘定

同左

(3) たな卸資産

番組勘定

同左

  貯蔵品

   先入先出法による原価法によ

っております。

  貯蔵品

同左

  貯蔵品

同左



前中間会計期間
(自 平成18年4月1日
至 平成18年9月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年4月1日
至 平成19年9月30日)

前事業年度
(自 平成18年4月1日
至 平成19年3月31日)

２ 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

定額法によっております。

なお、主な耐用年数は、建物3年

から18年、機械及び装置2年から6

年であります。

２ 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

定額法によっております。

なお、主な耐用年数は、建物3年か

ら18年、機械及び装置2年から6年であ

ります。 

(会計方針の変更) 

 法人税法の改正に伴い、当中間会計

期間より、平成19年4月1日以降に取得

した有形固定資産について、改正後の

法人税法に基づく減価償却の方法に変

更しております。この変更による損益

に与える影響は軽微であります。 

(追加情報) 

 法人税法改正に伴い、平成19年3月

31日以前に取得した資産については、

改正前の法人税法に基づく減価償却の

方法の適用により取得価額の5％に到

達した事業年度の翌事業年度より、取

得価額の5％相当額と備忘価額との差

額を5年間にわたり均等償却し、減価

償却費に含めて計上しております。こ

の変更による損益に与える影響は軽微

であります。

２ 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

定額法によっております。

なお、主な耐用年数は、建物3年

から18年、機械及び装置2年から6

年、車両運搬具5年、工具、器具

及び備品2年から20年でありま

す。

     

(2) 無形固定資産

定額法によっております。

なお、自社利用のソフトウェア

については、社内における利用可

能期間(2年から5年)に基づいてお

ります。

(2) 無形固定資産

同左

(2) 無形固定資産

     同左



前中間会計期間
(自 平成18年4月1日
至 平成18年9月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年4月1日
至 平成19年9月30日)

前事業年度
(自 平成18年4月1日
至 平成19年3月31日)

３ 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

金銭債権の貸倒損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上しており

ます。

なお、放送事業者が視聴者に債権

を有している基本料、加入料及び視

聴料等に対して、当社が料金収納サ

ービスを行うことに伴って発生した

売掛金については、視聴者からの過

去の一定期間の回収実績を勘案して

計上しております。

３ 引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金

同左

３ 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

同左

(2) 賞与引当金

従業員に対し支給する賞与に備え

るため、支給見込額のうち会社で定

めた支給対象期間中の当中間期負担

分を計上しております。

(2) 賞与引当金

同左

(2) 賞与引当金

従業員に対し支給する賞与に備え

るため、支給見込額のうち会社で定

めた支給対象期間中の当期負担分を

計上しております。

(3)役員賞与引当金

 役員に対し支給する賞与に備え

るため、当事業年度における支給

見込額に基づき、当中間会計期間

に見合う分を計上しております。 

（会計方針の変更） 

 当中間会計期間から「役員賞与

に関する会計基準」（企業会計基

準委員会 平成17年11月29日 企

業会計基準第4号）を適用しており

ます。 

 この結果、従来の方法に比べ

て、営業利益、経常利益及び税引

前中間純利益がそれぞれ、9百万円

減少しております。

(3)役員賞与引当金

 役員に対し支給する賞与に備え

るため、当事業年度における支給

見込額に基づき、当中間会計期間

に見合う分を計上しております。 

 

(3)  ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

(4)  ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ (4) オフィス移転費用引当金 

 平成19年9月に行ったオフィス移転

に伴い発生する原状回復工事等の損

失に備えるため、これに係る費用見

積額を計上しております。

(4) オフィス移転費用引当金 

      同左

(5) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事

業年度末における退職給付債務の見込

額に基づき、当中間会計期間末におい

て発生していると認められる額を計上

しております。なお、数理計算上の差

異は、その発生時の従業員の平均残存

勤務年数（12年及び15年）により、翌

事業年度から定額法で費用処理してお

ります。

(5) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務の

見込額に基づき、当中間会計期間末

において発生していると認められる

額を計上しております。なお、数理

計算上の差異は、その発生時の従業

員の平均残存勤務年数（11年、12年

及び15年）により、翌事業年度から

定額法で費用処理しております。 

 

 

(5) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事

業年度末における退職給付債務の見込

額に基づき、当事業年度末において発

生していると認められる額を計上して

お り ま す。

なお、数理計算上の差異は、その発生

時の従業員の平均残存勤務年数（11

年、12年及び15年）により、翌事業年

度から定額法で費用処理しておりま

す。



 

  

前中間会計期間
(自 平成18年4月1日
至 平成18年9月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年4月1日
至 平成19年9月30日)

前事業年度
(自 平成18年4月1日
至 平成19年3月31日)

(6) 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支払に備える

ため、内規に基づく中間期末要支給

額を計上しております。

(6) 役員退職慰労引当金

同左

(6) 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支払に備える

ため、内規に基づく期末要支給額を

計上しております。

４ リース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。

４ リース取引の処理方法

同左

４ リース取引の処理方法

同左

５ ヘッジ会計の方法

（1）ヘッジ会計の方法

ヘッジ会計の適用要件を満たす

ものについては、繰延ヘッジ処理

によっております。

（2）ヘッジ手段とヘッジ対象

a．ヘッジ手段

為替予約によっております。

５ ヘッジ会計の方法

（1）ヘッジ会計の方法

同左

（2）ヘッジ手段とヘッジ対象

a．ヘッジ手段

    同左

５ ヘッジ会計の方法

（1）ヘッジ会計の方法

同左

（2）ヘッジ手段とヘッジ対象

a．ヘッジ手段

    同左

b．ヘッジ対象

外貨建予定取引であります。

（3）ヘッジ方針

内部規程である「資金運用規

程」及び「資金運用取扱規則」に

基づき、為替変動リスクを回避す

る目的で、実需の範囲内で利用し

ております。

（4）ヘッジ有効性評価の方法

基本的に、ヘッジ手段とヘッジ

対象に関する重要な条件がほぼ同

一である場合は、有効性の評価を

省略しております。それ以外のヘ

ッジ取引につきましては、ヘッジ

手段の相場変動の累計とヘッジ対

象の相場変動の累計とを比較し、

両者の変動額等を基礎に判断する

こととしております。

b．ヘッジ対象

同左

（3）ヘッジ方針

同左

（4）ヘッジ有効性評価の方法

同左

b．ヘッジ対象

同左

（3）ヘッジ方針

同左

（4）ヘッジ有効性評価の方法

同左

６ その他中間財務諸表作成のための

基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

６ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項

（1）消費税等の会計処理

同左

（2）連結納税制度の適用

 当中間会計期間より当社はス

カパーJSAT株式会社を連結納税

親会社とする連結納税主体の連

結納税子会社として、連結納税

制度を適用しております。

６ その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項

消費税等の会計処理

同左



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

 
  

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度

(自 平成18年4月1日 (自 平成19年4月1日 (自 平成18年4月1日

至 平成18年9月30日) 至 平成19年9月30日) 至 平成19年3月31日)

（貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準） 

 当中間会計期間より、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準委員会  平

成17年12月9日 企業会計基準第5

号）及び「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する企業会計基準適用指

針」（企業会計基準委員会 平成17

年12月9日 企業会計基準適用指針第

8号）を適用しております。従来の

「資本の部」の合計に相当する金額

は、91,037百万円であります。

なお、中間財務諸表等規則の改正

により、当中間会計期間における中

間貸借対照表の純資産の部について

は、改正後の中間財務諸表等規則に

より作成しております。

 ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ （貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準） 

 当事業年度より「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準委員会 平成17年12

月9日 企業会計基準第5号）及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等の適用指針」（企

業会計基準委員会 平成17年12月9日

企業会計基準適用指針第8号）を適用

しております。従来の「資本の部」

の合計に相当する金額は92,453百万

円であります。 

 なお、財務諸表等規則の改正によ

り、当事業年度における貸借対照表

の純資産の部については、改正後の

財務諸表等規則により作成しており

ます。

（金融商品に係る会計基準） 

 従来、組込デリバティブを区分し

て測定することができる複合金融商

品は、組込デリバティブを区分して

時価評価し、評価差額を当期の損益

に計上しておりましたが、当中間会

計期間より「その他の複合金融商品

（払込資本を増加させる可能性のあ

る部分を含まない複合金融商品）に

関する会計処理」（企業会計基準適

用指針第12号 平成18年3月30日）を

適用し、全体の信用リスクが高くな

いと判断した複合金融商品の評価差

額は、純資産の部に計上しておりま

す。これにより経常利益及び税引前

中間純利益は3百万円増加しておりま

す。

 ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ （金融商品に係る会計基準） 

 従来、組込デリバティブを区分し

て測定することができる複合金融商

品は、組込デリバティブを区分して

時価評価し、評価差額を当期の損益

に計上しておりましたが,当事業年度

より「その他の複合金融商品（払込

資本を増加させる可能性のある部分

を含まない複合金融商品）に関する

会計処理」（企業会計基準適用指針

第12号 平成18年3月30日）を適用

し、全体の信用リスクが高くないと

判断した複合金融商品の評価差額

は、純資産の部に計上しておりま

す。これにより経常利益及び税引前

純利益は7百万円増加しております。

 ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 

 ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 

（ストック・オプション等に関す

る会計基準） 

 当事業年度より「ストック・オプ

ション等に関する会計基準」（企業

会計基準委員会 平成17年12月27日

企業会計基準第8号）及び「ストッ

ク・オプション等に関する会計基準

の適用指針」（企業会計基準委員会

最終改正平成18年5月31日 企業会計

基準適用指針第11号）を適用してお

ります。 

 これにより、営業利益、経常利

益、税引前当期純利益が5百万円減少

しております。



表示方法の変更 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年4月1日
至 平成18年9月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年4月1日
至 平成19年9月30日)

（中間貸借対照表関係） 

 前中間会計期間まで、独立科目で掲記していた「子会

社株式」、及び「その他」に含めていた関連会社株式は

当中間会計期間より「関係会社株式」として表示してお

ります。 

 なお、前中間期末の「その他」に含まれる関連会社株

式は15百万円、及び当中間期末の「関係会社株式」に含

まれる「子会社株式」の金額は14,618百万円、関連会社

株式の金額は5,339百万円であります。

（中間貸借対照表関係） 

 前中間会計期間において、流動資産の「その他」に含

めていました「短期貸付金」は、重要性が増加したた

め、当中間会計期間において区分掲記することに変更し

ました。 

 なお、前中間会計期間における流動資産の「短期貸付

金」の金額は150百万円であります。



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

 
  

前中間会計期間末 
(平成18年9月30日)

当中間会計期間末
(平成19年9月30日)

前事業年度末 
(平成19年3月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額       6,219百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額       7,592百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額       6,967百万円

※２ 消費税等の取扱い

 仮払消費税等及び仮受消費税

等は、相殺のうえ、金額的重要

性が乏しいため、流動負債の

「その他」に含めて表示してお

ります。

※２ 消費税等の取扱い

 仮払消費税等及び仮受消費税

等は、相殺のうえ、金額的重要

性が乏しいため、流動負債の

「その他」に含めて表示してお

ります。

※２      －

 

 

 

 ３ 偶発債務

(1) 保証債務

次の子会社のリース会社に対

するリース債務について債務保

証を行っております。

保証先 金額

株式会社オプティキ

ャスト
 806百万円

株式会社スカパー・

マーケティング
2,357

計 3,163百万円

次の子会社の借入金残高に対

して債務保証を行っておりま

す。

保証先 金額

株式会社ケーブル 

テレビ足立
470百万円

(2) 融資証明

子会社である株式会社オプテ

ィキャストの運転資金が不足し

た場合は、下記条件の範囲内

で、全額融資を実行することを

株式会社オプティキャストに対

して証明しております。

融資上限額： 2,000百万円

有効期限： 平成15年11月28日から 

平成21年3月31日まで

なお、貸出実行残高はありま

せん。

 

 

 ３ 偶発債務

(1) 保証債務

次の子会社のリース会社に対

するリース債務について債務保

証を行っております。

保証先 金額

株式会社オプティキ

ャスト（注1）
1,167百万円

計 1,167百万円

（注1）記載の金額は、債務保証総額

であり、債務保証残高は573百万円で

あります。 

 次の子会社の借入金残高に対して債

務保証を行っております。

保証先 金額

株式会社ケーブル

テレビ足立
 404百万円

 

 

 ３ 偶発債務

保証債務

次の子会社のリース会社に対

するリース債務について債務保

証を行っております。

保証先 金額

株式会社オプティキャ

スト(注1)
 1,167百万円

株式会社スカパー・マ

ーケティング(注2)
 6,281

計  7,448百万円

（注1）記載の金額は、債務保証総額

であり、債務保証残高は689百万円で

あります。 

（注2）記載の金額は、債務保証総額

であり、債務保証残高は3,015百万円

であります。 

 次の子会社の借入金残高に対して

債務保証を行っております。

保証先 金額

株式会社ケーブル 

テレビ足立
 437百万円

 ４ 貸出コミットメント契約

  一部の子会社との間で貸出コ

ミットメント契約を締結してお

り、貸出未実行残高等は次のと

おりです。

貸出コミットメントの総
額

4,700百万円

貸出実行残高 2,550  

差引額 2,150百万円

 ４ 貸出コミットメント契約

  一部の子会社との間で貸出コ

ミットメント契約を締結してお

り、貸出未実行残高等は次のと

おりです。

貸出コミットメントの総
額

2,330百万円

貸出実行残高 2,290百万円

差引額   40百万円

 ４



(中間損益計算書関係) 

  

   

前中間会計期間
(自 平成18年4月1日
至 平成18年9月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年4月1日
至 平成19年9月30日)

前事業年度
(自 平成18年4月1日
至 平成19年3月31日)

 

※１ プラットフォーム事業費の明

細

人件費 394百万円
外注費 9,928
通信運搬費 2,649
番組購入費 5,845
ICカード購入費 170
賃借料 336
リース料 920
減価償却費 1,290
その他 2,091

 

※１ プラットフォーム事業費の明

細

人件費 503百万円
外注費 10,155
通信運搬費 2,535
番組購入費 7,108
ICカード購入費 134
賃借料 342
リース料 889
減価償却費 1,311
その他 633

 

※１ プラットフォーム事業費の明

細書の要約

人件費 725百万円
外注費 20,344
通信運搬費 5,014
番組購入費 11,863
ICカード購入費 354
賃借料 670
リース料 1,829
減価償却費 2,651
その他 2,604

 

※２ 販売費及び一般管理費のうち主

要な費目及び金額

役員報酬 110百万円
給与・諸手当 367
賞与 92
退職給付費用 23
代理店手数料 2,153
広告宣伝費 2,444
販売促進費 2,823
貸倒引当金繰入額 173
減価償却費 90

 

※２ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額

役員報酬 49百万円
給与・諸手当 471
賞与 114
退職給付費用 19
代理店手数料 2,096
広告宣伝費 2,262
販売促進費 1,747
貸倒引当金繰入額 182
減価償却費 106

※２ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額

役員報酬 200百万円
給与・諸手当 799
賞与 192
退職給付費用 54
代理店手数料 4,239
広告宣伝費 5,142
販売促進費 4,337
貸倒引当金繰入額 381
減価償却費 215
業務委託料 2,541
通信・運搬費 374

 

※３ 営業外収益のうち主要なもの

受取利息 18百万円
有価証券利息 326
事業継承収益金 57
受取配当 62

 

※３ 営業外収益のうち主要なもの

受取利息 57百万円
有価証券利息 349
販売促進協力費 186
受取配当 62

 

※３ 営業外収益のうち主要なもの

受取利息 58百万円
有価証券利息 651
販売促進協力費 244
受取配当 86

※４ 営業外費用のうち主要なもの

支払利息 2百万円
関係会社貸倒引当金
繰入額

199  

※４ 営業外費用のうち主要なもの

支払利息 1百万円
為替差損 55  

※４ 営業外費用のうち主要なもの

支払利息 4百万円

 

※５ 特別利益のうち主要なもの

前期研究開発費修正益 30百万円

前期マーケティング費
修正益

10

 
 前期に計上した研究開発費用及び

マ－ケティング費用の一部につい

て、当該費用に係る納品物の納品日

は前期中であったものの、検収完了

時期については当期とすべきである

ことが判明し、当該費用の計上年度

を修正すべき事由が発生したため、

これを修正したものです。

 

※５ 特別利益のうち主要なもの

貸倒引当金戻入 87百万円

  

※５ 特別利益のうち主要なもの

前期研究開発費修正益 30百万円
前期マーケティング費
修正益 10

  

前期に計上した研究開発費用及びマ

－ケティング費用の一部について、

当該費用に係る納品物の納品日は前

期中であったものの、検収完了時期

については当期とすべきであること

が判明し、当該費用の計上年度を修

正すべき事由が発生したため、これ

を修正したものです。

 

※６ 特別損失のうち主要なもの

固定資産除却損 82百万円

 

※６ 特別損失のうち主要なもの

関係会社株式評価損 6,280百万円
貸倒引当金繰入 3,815
投資有価証券評価損 2,395
オフィス移転費用引当
金繰入額

251

固定資産除却損 196

 

※６ 特別損失のうち主要なもの

投資有価証券評価損 4,110百万円
貸倒引当金繰入 992
関係会社株式評価損 984
固定資産除却損 369
減損損失 259
オフィス移転費用引
当金繰入額

240

 ７ 減価償却実施額

有形固定資産 1,131百万円
無形固定資産 249

 ７ 減価償却実施額

有形固定資産 1,236百万円
無形固定資産 185

 ７ 減価償却実施額

有形固定資産 2,370百万円
無形固定資産 505



次へ 

(中間株主資本等変動計算書関係) 

前中間会計期間（自 平成18年4月1日 至 平成18年9月30日） 

１ 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

   
   

当中間会計期間（自 平成19年4月1日 至 平成19年9月30日） 

１ 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
 （変動事由の概要） 

 減少数の内訳は、次のとおりであります。 

   スカパーJSAT株式会社への株式移転による減少 111,909株 

  

前事業年度（自 平成18年4月1日 至 平成19年3月31日） 

１ 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
 （変動事由の概要） 

 減少数の主な内訳は、次のとおりであります。 

   株式会社eTENとの株式交換による減少      5,532株 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式（株） 117,441 － － 117,441

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式（株） 111,909 － 111,909 －

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式（株） 117,441 － 5,532 111,909



(リース取引関係) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年4月1日
至 平成18年9月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年4月1日
至 平成19年9月30日)

前事業年度
(自 平成18年4月1日
至 平成19年3月31日)

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引

（借手側）

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

取得価額 
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末
残高 

相当額 
(百万円)

機械及び 
装置

8,555 5,181 3,373

ソフト 
ウエア

1,622 1,205 417

その他 
有形固定
資産

1,531 363 1,167

合計 11,708 6,750 4,958

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引

（借手側）

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末
残高 

相当額 
(百万円)

機械及び 
装置

8,329 6,247 2,082

ソフト 
ウエア

1,546 1,394 152

その他 
有形固定
資産

3,989 1,268 2,721

合計 13,865 8,910 4,955  

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引

（借手側）

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額

取得価額
相当額 

(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 

(百万円)

期末残高
相当額 

(百万円)

機械及び
装置

8,518 5,802 2,715

工具器具
及び備品

2,511 661 1,849

ソフト
ウエア

1,546 1,265 281

合計 12,576 7,730 4,846

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年内 2,116百万円

１年超 3,021

合計 5,137百万円

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年内 3,267百万円

１年超 1,784

合計 5,052百万円

(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年内 2,380百万円

１年超 2,626

合計 5,007百万円

(3) 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

 支払リース料 1,101百万円

 減価償却費 
 相当額

984百万円

 支払利息相当額 96百万円

(3) 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

 支払リース料 1,393百万円

 減価償却費
 相当額

1,266百万円

 支払利息相当額 76百万円

(3) 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 2,328百万円

減価償却費
 相当額

2,082百万円

支払利息相当額 193百万円

(4) 減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、残

存期間を零とする定額法によって

おります。

(4) 減価償却費相当額の算定方法

同左

(4) 減価償却費相当額の算定方法

同左

(5) 利息相当額の算定方法

  リース料総額とリース物件取得

価額相当額の差額を利息相当額と

し、各期への配分方法について

は、利息法によっております。

(5) 利息相当額の算定方法

同左

(5) 利息相当額の算定方法

同左



(有価証券関係) 

前中間会計期間末(平成18年9月30日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

当中間会計期間末(平成19年9月30日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

前事業年度末(平成19年3月31日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  



次へ 

(１株当たり情報) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年4月1日
至 平成18年9月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年4月1日
至 平成19年9月30日)

前事業年度
(自 平成18年4月1日
至 平成19年3月31日)

１株当たり純資産額  42,301円54銭
 
１株当たり純資産額 40,014円85銭 １株当たり純資産額 42,849円66銭

１株当たり中間純利益 1,481円71銭
 
１株当たり中間純損失 2,831円07銭 １株当たり当期純利益1,120円84銭

なお、潜在株式調整後１株当たり中
間純利益については、希薄化効果を
有している潜在株式が存在しないた
め記載しておりません。
 

なお、潜在株式調整後１株当たり中
間純利益については、１株当たり中
間純損失であり潜在株式が存在しな
いため記載しておりません。

潜在株式調整後１株当たり
当期純利益         1,120円83銭

１ 1株当たり中間純利益額の算定

上の基礎は以下のとおりです。 

 

 

１ 1株当たり中間純損失額の算定

上の基礎は以下のとおりです。 

 

 

１ 1株当たり当期純利益額及び潜

在株式調整後１株当たり当期純利益

額の算定上の基礎は以下のとおりで

す。

 

中間純利益 3,189百万円

普通株主に帰属 

しない金額 －百万円

普通株式に係る 

中間純利益 3,189百万円

普通株式の 

期中平均株式数 2,152千株

希薄化効果を有しないため、潜在

株式調整後１株当たり中間純利益

の算定に含めなかった潜在株式の

概要 

新株予約権（旧商法280条ノ19の規

定に基づく新株予約権1,413株、平

成13年改正旧商法280条ノ20及び平

成13年改正旧商法280条ノ21の規定

に基づく新株予約権の目的となる

株式の数8,310株）。

 これらの詳細は、「新株予約権等
の状況」に記載の通りであります。
 

 

中間純損失 6,425百万円

普通株主に帰属 

しない金額 －百万円

普通株式に係る 

中間純損失 6,425百万円

普通株式の 

期中平均株式数 2,269千株

 

 

当期純利益 2,413百万円

普通株主に帰属 

しない金額 －百万円

普通株式に係る 

当期純利益 2,413百万円

普通株式の 

期中平均株式数 2,153千株

当期純利益調整額 －百万円

普通株式増加数 0千株

希薄化効果を有しないため、潜在
株式調整後１株当たり当期純利益
の算定に含めなかった潜在株式の
概要
新株予約権（旧商法第280条ノ19の
規定に基づく新株予約権1,413
株、平成13年改正旧商法第280条ノ
20及び平成13年改正旧商法第280条
ノ21の規定に基づく新株予約権の
目的となる株式の数8,310株）。

 

２ １株当たり純資産額の算定上の
基礎は以下のとおりです。

純資産の部の合計
額 91,071百万円

純資産の部の合計
額から控除する金
額 －百万円

普通株式に係る中
間期末の純資産額 91,071百万円

１株当たり純資産
額の算定に用いら
れた中間期末の普
通株式の数

2,152千株
 

２ １株当たり純資産額の算定上の
基礎は以下のとおりです。

純資産の部の合計
額 90,848百万円

純資産の部の合計
額から控除する金
額 －百万円

普通株式に係る中
間期末の純資産額 90,848百万円

１株当たり純資産
額の算定に用いら
れた中間期末の普
通株式の数

2,270千株

 

２ １株当たり純資産額の算定上の
基礎は以下のとおりです。

純資産の部の合計
額 92,494百万円

純資産の部の合計
額から控除する金
額 5百万円

(うち新株予約権) 5百万円

普通株式に係る期
末の純資産額 92,489百万円

１株当たり純資産
額の算定に用いら
れた期末の普通株
式の数

2,158千株



(重要な後発事象) 

  

 

前中間会計期間
(自 平成18年4月1日
至 平成18年9月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年4月1日
至 平成19年9月30日)

前事業年度
(自 平成18年4月1日
至 平成19年3月31日)

１ 新株予約権の発行

当社は平成18年8月30日開催の取

締役会において、会社法238条第1

項、第2項及び第240条第1項に基づ

き、当社の取締役及び執行役員にス

トックオプションとして発行する新

株予約権について、下記のとおりに

決議しております。 

①新株予約権の割当日 

 平成18年10月1日 

②新株予約権の行使期間 

 自 平成20年10月1日 

 至 平成24年9月30日 

③新株予約権の総数 

 1,180個 

④新株予約権の目的たる株式の種類

及び数 

 当社普通株式1,180株 

⑤新株予約権の行使に際して出資さ

れる財産の価額 

 1株当たり70,256円 

 総額82,902,080円 

⑥新株予約権の払込金額 

 金銭の払込は要しない

２ 持株会社設立による経営統合の基

本合意について

当社及びジェイサット株式会社

（以下、JSATという）は、平成18年

10月26日開催のそれぞれの取締役会

による決議において、今後の共同株

式移転計画の作成及び共同株式移転

契約の締結、臨時株主総会の承認決

議並びに関係官庁等の確認その他所

要の手続きを経ることを前提とし

て、株式移転により、両社の完全親

会社となる持株会社、スカパー・

JSAT株式会社（以下、持株会社とい

う）を設立し、その傘下で経営統合

（以下、本経営統合という）を行う

ことを決定し、同日、両社の間で基

本合意書を締結いたしました。

(1)本経営統合の目的

相互の尊重と対等な精神のもとに

両社の経営資源を統合し、シナジ

ー効果の発現により、日本におけ

る有料多チャンネル放送の更なる

市場拡大を図るとともに、通信・

放送の融合を見据えた総合的な事

業の拡大と経営の効率化を通じて

企業価値を最大限に高めることを

目的とします。

 ____________________________

 

1．スカパーJSAT株式会社の設立につい

て 

 当社及びジェイサット株式会社

（以下、JSATという）は、平成19年2

月9日に開催のそれぞれの臨時株主総

会での決議及び関係官庁等の確認を

得て、当社及びJSATを完全子会社と

する共同株式移転を行う方法で、平

成19年4月2日に両社の完全親会社ス

カパーJSAT株式会社を設立いたしま

した。また、同日、スカパーJSAT株

式会社は、東京証券取引所市場第一

部に上場いたしました。 

 完全親会社の概要は、次のとおり

です。

商号

スカパーJSAT株式会社

（英文名：

SKY Perfect JSAT Corporation）

本店所在地 東京都千代田区

代表者 代表取締役社長 仁藤 雅夫

資本金 100億円

主な事業

・グループの全体最適を図るため

の企画、運営、管理等を行い、各

社の権限と責任を明確にしたうえ

で、業務執行を管理、統括し、グ

ループ全体経営を統括する。

・グループの経営資源を有効活用

し、利益成長を促進させるととも

に統合効果を早期に実現させる視

点からグループ経営戦略を策定し

し、これを実行する。

統合の目的

相互の尊重と対等な精神のもとに

両社の経営資源を統合し、シナジ

ー効果の発現により、日本におけ

る有料多チャンネル放送の更なる

市場拡大を図るとともに、通信・

放送の融合を見据えた総合的な事

業の拡大と経営の効率化を通じて

企業価値を最大限に高めることを

目的とします。

設立日 平成19年４月２日



 
  

前中間会計期間
(自 平成18年4月1日
至 平成18年9月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年4月1日
至 平成19年9月30日)

前事業年度
(自 平成18年4月1日
至 平成19年3月31日)

 

(2)本経営統合の概要

①本経営統合のスキーム

 当社及びJSATは、平成19年2月

に開催予定のそれぞれの臨時株主

総会及び関係官庁等の確認を前提

に、当社及びJSATを完全子会社と

する共同株式移転を行う方法で両

社の完全親会社を設立することに

より、平成19年4月2日を目処とし

て、持株会社体制に移行し、両社

の経営を統合することを予定して

おります。なお、今後、手続を進

める中で、やむを得ない状況が生

じた場合は、両社協議の上、共同

株式移転による経営統合のスキー

ムを変更することがあります。

②本経営統合のスケジュール

平成19年1月初旬(予定)

共同株式移転計画の作成及び共

同株式移転契約の締結（両社） 

平成19年2月初旬（予定）

株式移転承認に係る臨時株主総

会（両社）

平成19年3月27日（予定）

両社株式上場廃止日

平成19年4月2日（予定）

持株会社設立登記日・持株会社

株式上場日

平成19年4月中旬（予定）

 株券交付日（持株会社）

なお、今後、手続を進める中で、

やむを得ない状況が生じた場合

は、両社協議の上、日程を変更す

ることがあります。

②株式移転比率

株式移転に際して両社の株式に割

り当てる持株会社の普通株式数の

比率（株式移転比率）を、以下の

通りと致します（以下「本株式移

転比率」という）。

会社名 当社 JSAT

株式移転比率 1 4

 これにより、当社の普通株式1

株に対し、持株会社の普通株式1

株を、JSATの普通株式1株に対

し、持株会社の普通株式4株を、

それぞれ割り当てます。

 

2．株式会社スカパー・モバイル

の事業の譲り受けについて 

 当社は、平成19年3月28日開催

の取締役会において、連結子会社

である株式会社スカパー・モバイ

ル（以下、譲渡会社）が展開する

事業の譲受につき事業譲渡契約書

を締結することを決議し、平成19

年5月1日に事業を譲り受けまし

た。

①譲り受けの内容

譲渡会社の名称
株式会社スカパー・モバイ

ル

譲り受ける事業内容

モバイル端末へのコンテン

ツ配信事業、モバイル端末

を利用した広告・プロモー

ション事業や決済処理事業

譲り受ける理由
コンテンツ配信事業をより

多角的に展開するため

譲り受ける資産の額 30百万円

譲り受ける負債の額 -百万円

②譲受の日程

平成19年3月28日
当社取締役会による事業譲

渡契約書締結の決議

平成19年3月29日 事業譲渡契約書の締結

平成19年5月1日 譲受の日

③譲渡会社の概要

商号
株式会社スカパー・モバイ

ル

主な事業内容

モバイル端末へのコンテン

ツ配信事業、モバイル端末

を利用した広告・プロモー

ション事業や決済処理事業

本店所在地 東京都渋谷区

設立年月日 平成17年6月1日

代表取締役 山浦 修平

資本金 480百万円

株主

当社51％ 

株式会社ACCESS34％ 

株式会社Jストリーム10％ 

株式会社ナノ・メディア5％



 
  

前中間会計期間
(自 平成18年4月1日
至 平成18年9月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年4月1日
至 平成19年9月30日)

前事業年度
(自 平成18年4月1日
至 平成19年3月31日)

 

 本株式移転比率につきまして

は、当社はモルガン・スタンレー

証券株式会社を、JSATはメリルリ

ンチ日本証券株式会社をファイナ

ンシャル・アドバイザーにそれぞ

れ任命し、本株式移転比率に対す

る第三者機関としての評価を依頼

しました。両ファイナンシャル・

アドバイザーはそれぞれ市場株価

分析、DCF（ディスカウントキャ

ッシュフロー）分析等を用いて両

社の企業・株式価値を算定し、そ

の評価を踏まえ、両社が交渉・協

議を行い決定致しました。 

 但し、上記株式移転比率は、算

定の基礎となる諸条件に重大な変

更が生じた場合は、両社協議の

上、変更することがあります。

(3)JSAT（連結）の概要（平成18年3
月末現在）
①商号 ジェイサット株式会社

②事業概要

通信衛星によるネットワー

ク関連サービス及び映像関

連サービス

③設立年月日  昭和60年2月

④本店所在地 東京都千代田区

⑤代表者 代表取締役社長 磯崎 澄

⑥資本金 53,769百万円

⑦発行済株式

総数
356,418株

⑧株主資本 82,888百万円

⑨総資産 169,733百万円

⑩決算期 3月31日

⑪従業員数 257名

⑫主要取引先
エヌ・ティ・ティ・コミュ

ニケ－ションズ㈱

⑬大株主及び

持株比率

エヌ・ティ・テ

ィ・コミュニケ－

ションズ㈱

17.64%

みずほ信託退職給

付信託（伊藤忠商

事口再信託受託者

資産管理サービス

信託）

13.99%

日本トラスティ・

サ－ビス信託銀行

（㈱住友信託銀行

再信託分・住友商

事㈱退職給付信託

口）

10.75%

日本トラスティ・

サ－ビス信託銀行

㈱）（三井アセッ

ト信託銀行再信託

分・三井物産㈱退

職給付信託口）

9.40%

日本テレビ放送網

㈱
6.31%

 

3．株式会社スカパー・マーケティ
ングの事業の譲り受け及び同社の解
散について 
 当社は、平成19年3月28日開催の
取締役会にて連結子会社である株式
会社スカパー・マーケティング（以
下、譲渡会社）の事業を譲り受ける
方針を決定したことに続き、平成19
年4月25日開催の取締役会におい
て、譲渡会社が展開する事業の譲受
につき事業譲渡契約書を締結するこ
とを決議いたしました。 
 なお、譲渡会社は平成19年6月1日
に当社への事業の全部を譲渡した後
に、同月末に解散の予定です。
①譲り受けの内容

譲渡会社の名称
株式会社スカパー・マーケ

ティング

譲り受ける 

事業内容

スカパー！及びスカパー！

光の受信機のレンタル及び

直販事業

譲り受ける理由

当社とジェイサット株式会

社との経営統合後のグルー

プ再編のため

譲り受ける 

資産の額
126百万円

譲り受ける 

負債の額
-百万円

②譲受の日程

平成19年4月25日

当社取締役会による事業譲

渡 

契約書締結の決議

平成19年5月2日 事業譲渡契約書の締結

平成19年6月1日 譲受の日

③譲渡会社の概要

商号
株式会社スカパー・マーケ

ティング

主な事業内容

スカパー！及びスカパー！

光の受信機のレンタル及び

直販事業

本店所在地 東京都渋谷区

設立年月日 平成17年2月1日

代表取締役 奥永 孝仁

資本金 480百万円

株主
当社51％ 

ジェイサット株式会社49％



前へ 

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年4月1日
至 平成18年9月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年4月1日
至 平成19年9月30日)

前事業年度
(自 平成18年4月1日
至 平成19年3月31日)

 

(4)持株会社の概要（予定）

①商号

スカパー・JSAT株式会社 

(英文名： 

SKY Perfect JSAT Corporation)

②事業内容

− グループの全体最適を図るため

の企画、運営、管理等を行い、各

社の権限と責任を明確にしたうえ

で、業務執行を管理・統括し、グ

ループ全体の経営を統括する。 

− グループの経営資源を有効活用

し、利益成長を促進させるととも

に統合効果を早期に実現させる視

点からグループ経営戦略を策定

し、これを実行する。

③本店所在地

未定

④取締役及び監査役候補者

役職 氏名 現職

代表取締役

会長

秋山 政徳 ジェイサット

㈱ 取締役 専務

執行役員

代表取締役

社長

仁藤 雅夫 ㈱スカイパーフ

ェクト・コミュ

ニケーション

ズ 代表取締役社

長

取締役 住友 裕郎 ジェイサット

㈱ 上級執行役員

取締役 平林 良司 ㈱スカイパーフ

ェクト・コミュ

ニケーション

ズ 常務取締役

⑤資本金

未定

⑥発行予定株式数

設立時発行予定株式数 

普通株式3,696,037株

⑦決算期

3月31日

⑧会計監査人

 監査法人トーマツ



(2) 【その他】 

平成19年11月13日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

（イ）中間配当による配当金の総額・・・・・・・2,270百万円 

（ロ）１株当たりの金額・・・・・・・・・・・・1,000円 

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日・・・平成19年11月20日 

（注）平成19年9月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行っ

ております。 



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度 第13期(自 平成18年4月1日 至 平成19年3月31日) 平成19年6月27日関東財務局長に提出

  

(2）有価証券報告書の訂正報告書 

事業年度 第11期(自 平成16年4月1日 至 平成17年3月31日) 平成19年6月27日関東財務局長に提出

事業年度 第12期(自 平成17年4月1日 至 平成18年3月31日) 平成19年6月27日関東財務局長に提出

  



該当事項はありません。 

  

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の中間監査報告書 
 
  

  

平成１８年１２月１８日

  

 
  

  

 
  

 
  

  

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れている株式会社スカイパーフェクト・コミュニケーションズの平成１８年４月１日から平成１９年３月 

３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）に係

る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算

書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、株式会社スカイパーフェクト・コミュニケーションズ及び連結子会社の平成１８

年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成１８年４月１日から平成

１８年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているもの

と認める。 

  

追記情報 

 重要な後発事象に記載されているとおり、会社及びジェイサット株式会社は、平成１８年１０月２６日開

催のそれぞれの取締役会による決議において、両社の完全親会社となる持株会社を設立し、その傘下で経営

統合を行うことを決定し、同日、両社の間で基本合意書を締結している。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

  

株式会社 スカイパーフェクト・

        コミュニケーションズ

取   締   役   会 御中

監査法人 ト ー マ ツ

指定社員 
 
業務執行社員

公認会計士 林     克  次   印

指定社員 
 
業務執行社員

公認会計士 觀     恒  平   印

指定社員 
 
業務執行社員

公認会計士 飯  野  健  一   印



独立監査人の中間監査報告書 
 
  

  

平成１９年１２月１８日

  

 
  

  

 
  

 
  

  

 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状

況」に掲げられている株式会社スカイパーフェクト・コミュニケーションズの平成１９年４月１日から平成

２０年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１９年４月１日から平成１９年９月３０日

まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本

等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、株式会社スカイパーフェクト・コミュニケーションズ及び連結子会社の平成１９

年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成１９年４月１日から平成

１９年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているもの

と認める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

  

株式会社 スカイパーフェクト・

        コミュニケーションズ

取   締   役   会 御中

監査法人 ト ー マ ツ

指定社員 
 
業務執行社員

公認会計士 林     克  次   印

指定社員 
 
業務執行社員

公認会計士 飯  野  健  一   印

指定社員 
 
業務執行社員

公認会計士 布  施  伸  章   印



独立監査人の中間監査報告書 
 
  

  

平成１８年１２月１８日

  

 
  

  

 
  

 
  

  

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れている株式会社スカイパーフェクト・コミュニケーションズの平成１８年４月１日から平成１９年３月 

３１日までの第１３期事業年度の中間会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）に係

る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間

監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務

諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、株式会社スカイパーフェクト・コミュニケーションズの平成１８年９月３０日現在の財政

状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）の経営

成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 重要な後発事象に記載されているとおり、会社及びジェイサット株式会社は、平成１８年１０月２６日開

催のそれぞれの取締役会による決議において、両社の完全親会社となる持株会社を設立し、その傘下で経営

統合を行うことを決定し、同日、両社の間で基本合意書を締結している。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

  

株式会社 スカイパーフェクト・

        コミュニケーションズ

取   締   役   会 御中

監査法人 ト ー マ ツ

指定社員 
 
業務執行社員

公認会計士 林     克  次   印

指定社員 
 
業務執行社員

公認会計士 觀     恒  平   印

指定社員 
 
業務執行社員

公認会計士 飯  野  健  一   印



独立監査人の中間監査報告書 
 
  

  

平成１９年１２月１８日

  

 
  

  

 
  

 
  

  

 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状

況」に掲げられている株式会社スカイパーフェクト・コミュニケーションズの平成１９年４月１日から平成

２０年３月３１日までの第１４期事業年度の中間会計期間（平成１９年４月１日から平成１９年９月３０日

まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書に

ついて中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場か

ら中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、株式会社スカイパーフェクト・コミュニケーションズの平成１９年９月３０日現在の財政

状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１９年４月１日から平成１９年９月３０日まで）の経営

成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

  

株式会社 スカイパーフェクト・

        コミュニケーションズ

取   締   役   会 御中

監査法人 ト ー マ ツ

指定社員 
 
業務執行社員

公認会計士 林     克  次   印

指定社員 
 
業務執行社員

公認会計士 飯  野  健  一   印

指定社員 
 
業務執行社員

公認会計士 布  施  伸  章   印
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